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マクロ変化の リサーチ   →社会の大き なトレンド変 化などを把握  

事業・技術リ サーチ   ・トレンド調 査   ・商品の使用 実態の調査   ・販売実績や 競合の実績 の調査 など    

新製品プレリ サーチ   ・定性調査   ・定量調査   ・デザイン妥当 性調査   ・コンセプト受 容性調査 など   新製品アフタ ーリサーチ   ・商品満足調 査   ・使用シーン 調査   ・販売実績   ・店内購買行 動調査   など  

既存品リサ ーチ   ・販売実績   ・競合動向   など  

テーマ検討段階   コンセプト策定段 階・商品設計段階   商品販売段階   市場定着段階  
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政策マーケティング・リサーチは、大阪府の意思決定の手法を根本から転換することをめざします。このガイドラインは、政策マーケティング・リサーチの基本的な考え方とそのためのプロセスや方法をまとめたものです。今後、各部局の方々の意見を取り入れながら、政策マーケティング・リサーチの経験と成果を積み重ねることで、このガイドラインをバージョンアップさせていきます。
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第１　政策マーケティング・リサーチのねらい

➊ 攻めのリサーチによる、声なき声を聴く意思決定
	待っているだけで行政に届く府民ニーズや顕在化している府民ニーズだけでは、見落とされる府民ニーズ、捉えきれない府民ニーズがあり、偏った意思決定につながります。


➭行政から積極的に府民ニーズをリサーチすることで、府民の声なき声を聴き取り、姿なき願いに形を与え、真の府民ニーズを捉えることをめざします。

➋ 絶えざるリサーチによる、いまの切実な声に応える意思決定
	前例踏襲やあらかじめ施策の実施を決めた上での時間をかけた調査は、政策の形骸化や行政対応のスピードを遅らせる原因になります。


➭日々の仕事に溶け込んだリサーチにより、常に最新の府民ニーズを追求することで、限られた行財政資源をいま最も切実な府民ニーズに効果的に配分することをめざします。
➌ 現場主義のリサーチによる、生きた声を感じ取る意思決定
	現場の声を踏まえない机上の空論による意思決定では、きめ細かな血の通った行政対応は行えません。


➭職員一人ひとりがリサーチャーとなって府民ニーズを的確にキャッチし、日常業務に生かしていきます。
第２　庁内の取組体制
➊ 各部局での取り組み
各部局は、施策・事業の立案や検証を実施する際には、このガイドラインにしたがって政策マーケティング・リサーチを積極的に活用しながら、手法の妥当性等を点検するようにします。
ただし、事案によっては、政策マーケティング・リサーチ・チームが当該施策・事業を担当する部局に代わってリサーチを実施する場合もあります。なお、その場合のリサーチに要する費用については、担当部局とあらかじめ協議することとします。

➋ 政策マーケティング・リサーチ・チームの取組み

政策マーケティング・リサーチ・チームは、庁内での政策マ－ケティング・リサーチの活用を促進するとともに、リサーチ実施部局に対しては、助言などの支援を行います。

第３　政策マーケティング・リサーチの基本的な考え方
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➊ 意思決定と情報収集の関係
府民ニーズは互いに対立するものもあり、また、限られた財源の中で府民ニーズの間に優先順位をつけることも必要です。その調整のための意思決定は、公共性の理念を踏まえて、最終的には府議会の審議を通じた民主主義のルールに従って行うべきものです。

政策マーケティング・リサーチは、こうした一連のプロセスの中で、行政内部の政策形成の段階において、府民ニーズとギャップを生まない意思決定を実現するための情報収集をめざします。
➋ 意思決定と情報収集の領域の明確化

情報収集の領域では、客観的に、正確に、幅広く、もれなく情報収集することが必要であり、意思決定の領域では、総合的に、公平に、公正に政策判断することが必要です。はじめに意思決定ありきの情報収集や意思決定を誤らせるような情報収集は行いません。
➌ 意思決定の節目での府民ニーズの検証
課内での意思決定、部内での意思決定、全庁的な意思決定などの節目の場では、府民ニーズをエビデンス（客観的な証拠）で検証し、必要十分な情報に基づく公平で公正な意思決定として事後的に説明責任を果たす、民間企業で言うビジネスジャッジメント・ルール（経営判断の法理）として機能させます。
➍ 日常業務プロセスへのリサーチの組み込み
意思決定を支援する政策マーケティング・リサーチを日常業務のプロセスに組み込んでいきます。なお、リサーチの期間については、一定の標準期間を設けます。
➎ 仮説・検証サイクルの導入
多様な府民ニーズを個別事情に応じてきめ細かく細分化し、埋もれている府民ニーズに光をあてます。そのため、リサーチでは表面に現れている現象だけでなく、背後に潜む原因についての仮説の構築とその検証を繰り返します。
➏ 現場の定性的データの重視

意思決定のもとになるエビデンスは、過去の事例や定量的データがすべてではありません。こうしたデータに加えて、足を使った現場からの定性的データを重視することにより、エビデンスの確からしさを高めていきます。
第４　政策マーケティング・リサーチに共通のプロセス・手法

１．政策マーケティング・リサーチのプロセス
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➊ 府民ニーズと施策・事業のギャップの把握
常に府民ニーズと施策との間でギャップや新たな課題が生じていないか点検する姿勢が必要です。そのためには、府民の要望や提言、苦情など、現場で把握できる生の声をはじめ、メディアの報道や、民間や行政の出版物や調査などから幅広く情報収集するなど、常にアンテナを張り巡らせおくことが重要です。
➋ 真の府民ニーズについての仮説構築

府民ニーズと施策との間のギャップの原因が、新しい府民ニーズを取り込んでいなかった場合や、府民ニーズが変化している場合、あるいはなくなってしまっている場合には、「最新の府民ニーズが何であるのか」について、仮説を構築します。
この仮説に基づいて、「誰に対して」「どのような」施策目的の事業を実施すべきか（すべきでないか）という大きな柱（施策目的）を立てます。９頁の例でいうと、府民ニーズと施策のギャップを生んでいるのは、「子育て中の保護者の負担感を解消」というニーズにあるのではないかと仮説を立てることがこれにあたります。
	《参考》仮説構築にあたっては・・・

仮説に構築にあたっては、二次情報（既存のデータや資料など）の収集、分析や関係者へのヒアリングなどが有効です。

	

	《参考》仮説構築のコツは・・・

・『なぜそんなことが起こったんだろう』と考えたり調べたりしてみる
・別の観点から見たときにどのように見えるか考えてみる
・時系列で展開を追うことで、動的な把握をしてみる
・『ということは、今後こんなふうになるのかな』など、思考実験的に将来予測をしてみる
・類似の事象や、反対の事象とセットで考えてみる　など
※ふだんからこれらを意識していれば、仮説づくりは決して難しくありません！


仮説の構築基準

(１) 真の府民ニーズは何かの検討

把握した情報などをもとに、客観的な視点で今必要とされている府民ニーズ、課題は何かを検討します。

(２) 誰にとってのニーズであるかの検討

ニーズを有する府民を区分け（セグメント化）し、それぞれのニーズの背景にある理由を検討します。

(３) 府民ニーズ・課題の重要度と優先度の検討

府民ニーズの重要度（影響の大きさ）と優先度（先に解決すべき問題かどうか）を検討します。

➌ 事業の選択についての仮説構築

府民ニーズと施策との間のギャップの原因が、施策目的の設定によるものではなく、事業の選択にあると考えられる場合は、いかなる事業がより府民ニーズに合致するかを検討します。その際には、民間サービスや他の公的主体（国・市町村など）が行っている事業についても視野に入れて検討します。９頁の例でいうと、保護者の負担感を解消させる事業のうち、「一時預かりサービス」が求められる事業だという仮説を立てることがこれにあたります。
仮説の構築基準

(１) 既存の事業の整理と実施すべき事業の役割の検討
施策目的に対して、官民含めて直接、間接に関係する事業（サービス）をできるだけ収集します。収集したものに対して、以下の観点から整理を行います。
	【観点１】施策目的への貢献度

目的に対して成果をあげている事業、あるいは、成果があがりにくい事業に分けて整理します。

【観点２】それぞれの事業間の関係

代替関係（どちらか片方で行えば効果のある関係）や補完関係（相互に実施することで効果のあがるような関係）があるか整理します。

【観点３】それぞれの事業のコストパフォーマンス
同じ効果や満足を得るのにかかるコストを比較します。


その上で、新たに実施すべき事業、再構築すべき事業の役割を検討しますが、その際には、施策事業間でダブリやもれがないかの点検が必要です。
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(２) 過去に実施した事例や先進事例をもとにした検討
過去に同様の事業を実施したものについては、過去の資料などを調査します。また先進的に取り組んでいる他の自治体の事例や民間の事例（ベンチマーク）について調査、比較を行います。
(３) 事業を推進していく上での課題やリスクの検討

事業を推進していく上での課題やリスクを抽出し、対応策などを検討します。また、リスクに応じて、撤退（中止）や変更を行えるような事業スキーム（撤退・変更シナリオ）をあわせて用意します。
(４) 事業効果の予測・モニタリングの検討
事業の推進によって、事業の対象者や関係者（事業によって直接・間接に影響を受ける者及び事業への協力者等）にもたらされる効果を予測し、事後に検証できる指標を検討します。この指標は、撤退や変更シナリオに移行するための判断材料として活用します。
➍ 事業の構成要素についての仮説構築

府民ニーズと施策との間のギャップの原因が、具体的な事業を構成する様々な要素（構成要素）がうまくあっていない場合には、事業を効果的、効率的に実施していくために最適な構成要素についての仮説を構築します。これは、民間企業で言えば商品の色やかたち、価格、機能などを決める部分に当たります。９頁の例でいうと、「一時預かりサービス」のうち「預かり時間」の改善が効果的ではないかという仮説を立てることがこれにあたります。
仮説の構築基準

(１) 構成要素の区分けとそれに対応する選択肢についての検討
事業を細かく構成要素に区分けします（例えば、行政サービスのメニュー、受益者の負担額、実施場所、実施期間など）。
その上で、それぞれの項目について考えられる選択肢をできる限り洗い出し、その中から事業の対象者のニーズに最も適合するものはどれか、また、その理由を詳細に検討します。
(２) 他の事例における成功・失敗要因の検討

過去に実施した類似事業あるいは既存事業の構成要素を対象に、成功と考えられる要因と、失敗又は課題と考えられる要因をそれぞれ検討します。
(３) 先進事例をもとにした検討

先進的に取り組んでいる他の自治体の事例や民間の事例などを調査し比較検討を行い、事業における重要な構成要素や成功への条件を検討します。
➎ 仮説の検証

仮説の確からしさを検証し、場合によって仮説を修正します。

上記➋から➍のぞれぞれの仮説は必ずしも明確に区分できない場合もありますが、こうした仮説を次頁に示すロジック・ツリーにすることで、課題が明確になります。
《ロジック・ツリーの構築》
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《ロジック・ツリーの構築の具体例》
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	《参考》仮説を構築することの意義は・・・

①関心、問題意識の向上

▽関心や問題意識がないところに仮説は生まれません。仮説があるからこそ、情報をもれなく体系的に集めようとするのです。
▽仮説は、他の情報との組み合わせです。まずは知識の「幅」を広げておくことが、よい仮説構築を生み出します。
②行動のスピードを生み、精度を高める
▽自分なりに情報を総動員して「これがいいのではないか」と仮説を設定し、検証するという手順を踏むことで、行動のスピードや精度は向上します。
▽10割の精度で証明しようとするより、７割程度の精度で動いたほうが有効な場合もあります。
③検証マインドの向上と、それゆえに高まる説得力
▽検証を伴わない仮説は、当て推量に過ぎません。仮説を検証する作業を繰り返すことで、説得力はおのずと高まります。


２．政策マーケティング・リサーチの手法
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➊ 調査手法の設定
調査方法としては、次表のとおり、主として仮説を構築するためのリサーチ（探索型リサーチ）と、主として仮説を検証するために用いるリサーチ（検証型リサーチ）があります。
それぞれの方法には、メリット・デメリットがあることから、施策・事業の対象者に応じ、最も適切な方法を選択します。また、複数の方法を組み合わせることも有効です。
	区　分
	方　　法
	メリット
	デメリット

	主として探索型リサーチ
	文献調査
	▽政府刊行物、書籍、論文、業界団体資料等を収集・整理
	▽専門的な情報を体系的に把握することができる
	▽収集に時間とコストを要する

▽タイムリーな情報が得られない場合がある

	
	ネット調査
	▽インターネットを活用し、目的に応じた情報を収集・整理
	▽幅広い情報をタイムリーに入手することができる

	▽情報量が多く、必要な情報の選択が難しい

	
	内部に蓄積された情報の調査
	▽苦情情報、府民満足度調査、施策評価調書等の内部資料を収集・整理
	▽日常の業務活動の中から目的に的確に対応した情報を入手できる
	▽一時的目的のために加工されており、リサーチ目的に合わない場合がある

	主として検証型リサーチ
	アンケート調査
	郵送アンケート
	▽住民基本台帳等からサンプルをランダム抽出し、郵送によって調査票を配布・収集

▽調査票を郵送した後に訪問して回収もある

(例)府民意識調査
	▽ランダム抽出によることから、客観性が高い

▽留め置き訪問回収により、詳細なデータ収集が可能となる
	▽輸送での発送・回収する場合、回収率を上げるには設問数が限定

▽郵送費等のコストがかかる

▽留置回収の場合は回収費がかかる

	
	
	WEBアンケート
	▽インターネット上に調査票を掲載し、閲覧者から回答を収集

▽メールやはがきで回答を依頼する方法もある

(例)ネットパル
	▽システム化により、回答を即時に分析できる

▽モニターを活用すれば短期間で調査が終了

▽特定ターゲット層の意向の定量的把握に有効
	▽必ずしもランダム抽出とならないため、府民全体の意向把握の客観性に問題が残る

	
	
	会場アンケート
	▽催し物等を行う場合に、その会場において来場者から回答を収集
(例)セミナー会場でのアンケート
	▽短時間で情報収集できる
▽コストがかからない

▽特定ターゲット層の意向の定量的把握に有効
	▽催し物等に関する質問に限定される
▽来場できない人の意向を確認できない

	
	インタビュー調査
	グループインタビュー
	▽グループで質問者の質問に答えてもらうインタビューの方法

▽対象者同士にディスカッションしてもらう方法もある

(例)外部者を入れた課内ブレスト
	▽グループになることで、意見の連鎖による活発な意見交換が可能

▽グループの主な意見が集約される

▽特定ターゲット層の意向の定性的把握に有効
	▽多数派の意見に流され、少数意見が得られない場合がある

▽特定の対象者に突っ込んだ質問をすることができない

	
	
	個別インタビュー
	▽特定の個人を対象にインタビューする方法

▽仮説検証の最終確認をするような場合に用いることが多い

(例)有識者ヒアリング
	▽特定の対象者に突っ込んだ質問をすることができる
	▽府民のみならず特定のターゲット層にしても、その全体の意向を把握することはできない

	
	観察調査
	▽施策・事業の対象者の行動や言動を観察することによって情報を収集

▽インタビューが難しい場合、観察のほうが適切な場合に用いる

(例)現地調査
	▽施策・事業の対象者の日常生活に立脚したニーズ等をきめ細かく把握できる
	▽観察できるのは特定の対象者に限定される

▽成果を整理するまでに相当の時間とコストを要する

	
	事例調査
	▽先進的に取り組んでいる事例の成功要因・失敗要因等の情報を収集・整理

(例)他府県調査
	▽施策・事業を成功させるための要因や失敗しないための留意点等を直接把握することができる
	▽外的又は内的環境の違いにより、必ずしも本府には適用できない場合がある


➋ データの収集
データの収集にあたっては、分析に必要な十分なサンプル数を確保することが重要です。
また、アンケート調査を実施する場合には、分析の目的や方法に応じた調査票の設計が必要です。
アンケート調査票の設計の留意点
(１) 調査協力のお願い

調査の目的をわかりやすく伝えるとともに、個人情報の保護を確約します。

(２) 回答者を明確にする

誰の立場で回答してもらいたいのかを明確にします。例えば、回答者本人なのか（例：あなたは）、又は家族全体なのか（例：お宅では）など。

(３) 回答数を少なくする工夫をする

無関係な質問や重要でない質問は削除し、できるだけ回答数を少なくします。仮説の検証をするための調査であることを念頭に置かなければなりません。

(４) わかりやすい調査票にする

行政特有の言葉やあいまいな言葉は使わないようにし、誰もがわかりやすい表現にします。また、一つの質問で複数のことを聞かないようにします。

(５) 誘導する調査票にはしない

回答を誘導するような調査票にしてはいけません。

(６) 自由回答型の質問も場合によって有効
回答の内容や数字の幅が予想できない場合には、自由に回答してもらう質問タイプを採用することで対応できます。例えば、具体的数字（○○の額を万円単位で）や固有名称（□□の市町村を３つ）、意見・感想など。
(７) プレテストを実施する

事前に自分又は同僚等に回答してもらい、調査票がわかりやすく答えやすい設計になっているのかを確認します。

調査票の具体例
▽直接比較する方法（重要なものを選択してもらうパターン）
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▽個々に尋ねる方法
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ヒアリング調査では、特定分野の詳細で専門的な最新の情報を得ることができます。対象者に会う前に十分な準備をしてヒアリングにあたることが大切です。

ヒアリングの留意点
(１) ヒアリングする調査項目を事前に作成する
事前に対象者の経歴や著書などを押さえておくほか、対象が企業などの場合は、業績などの公表データを入手しておきます。そのうえで調査項目を箇条書きにします。調査項目は事前に提示しておくと、対象者が資料などを準備できてより深いヒアリングができます。
(２) ヒアリングは的を絞る
ヒアリングはしなければわからない情報にできるだけ的を絞って質問することで時間を有効に使えます。
(３) 相手の立場に配慮する
ヒアリング前に予備知識をおさらいしておくことや、対象者が興味を引きそうな話題を用意しておくといった配慮も必要です。
また、対象者が必ずしも得たい答えを出してくれるとは限りません。しかし、途中で話の腰を折らずに、終わるまで待って前よりも詳しい言葉や仮説を例示してもう一度質問してみましょう。
(４) 資料整理も重要
ヒアリング終了後は、記憶が新しいうちに相手先で得た資料やメモを整理しておきましょう。
➌ データの分析
収集したデータをもとに、施策目的と事業の因果関係又は事業と構成要素の因果関係を分析・整理します。

	《参考》主な分析手法としては・・・

▽クロス集計…調査項目をクロスさせた表（クロス表）を作成することにより、項目間の関係を明らかにするための集計方法
▽回帰分析……結果となる数値（被説明変数）と要因となる数値（説明変数）の関係を調べて、それぞれの関係を明らかにする統計的手法。「説明変数」が１つの場合を「単回帰分析」、複数の場合を「重回帰分析」という

その他の分析手法としては・・・

▽ｔ検定………２つの集団の平均に意味のある差があるのかどうかの検定。「対応がある場合」と「対応がない場合」の2つの手順がある

▽相関分析……２変数間の関係を数値で記述する分析方法

▽因子分析……いくつかの変量間に潜む、共通の要因―共通因子―を探り出す手法


〔分析イメージ〕
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➍ 仮説の確認（又は修正）
データ分析によって、仮説の確からしさを検証します。この結果、仮説よりも効果的・効率的と考えられる事業や構成要素が確認できた場合、又は複数の事業の組み合わせなどが確認できた場合には、仮説を修正します。

３．まとめ　～　「ロジカル・シンキング」のすすめ
リサーチプランは、政策課題をロジック・ツリー化したり、リサーチ対象をセグメント化することで練り上げていきます。ロジック・ツリー化を通じて、施策構築において「施策目的」、「事業選択」、「構成要素」のそれぞれが相互にどの程度寄与するのかを検証します。
たとえば、９頁の例で「子育て中の保護者の負担感の解消」という施策目的を達成するためには、どのような事業を選択するのが効果的かをリサーチするときに、府民ニーズを客観的な事実（たとえば「専業主婦(夫)」か「就業者」か）と主観的な意識（たとえば「精神的負担を感じている」か「身体的負担を感じている」か）の両方の観点から「ダブりなく、もれなく」セグメント化し、

・「専業主婦(夫)」で「精神的負担」→「相談事業、集いの場」へのニーズ
・「専業主婦(夫)」で「身体的負担」→「一時預かり」へのニーズ
・「就業者」で「精神的負担」→「ワーク・ライフ・バランス支援」へのニーズ
[image: image38.bmp]・「就業者」で「身体的負担」→「家事サービス」へのニーズ

があるのではないか？

といった仮説をたてて、それを検証できるようなリサーチプランをつくります。このようなやり方は、「ロジカル・シンキング（論理的な思考方法）」といわれています。

第５　事業手法ごとのリサーチポイント
大阪府の施策の事業類型は多岐にわたりますが、多くの場合、複数の「事業手法」の組合せでできています。リサーチには「事業手法」ごとにある程度まとまった特徴がありますので、ここでは多くの事業類型で用いられる主な「事業手法」について、セグメント化の方法を中心にリサーチのポイントを整理します。

なお、「事業手法」やリサーチの特徴は、抽象化した例示に近いものですので、ケースごとにリサーチの方法やポイントを工夫する必要があることに注意してください。


(１)リサーチのねらい
▽ ＤＲＵＳＡのどのレベルで止まっているのか、また上のレベルに上がっていない理由は何かを把握し、効果的・効率的な「啓発」について検討します。
(２)セグメント化の方法
１．母集団とセグメントの設定
▽ 「母集団」とは事業の対象として想定している集団をいいます。セグメント化の前提として、まず「母集団」は何かを検討します。一般府民か府内企業か、特定の地域や年齢、職業等の府民かなどを事業目的に従って考えます。これによって情報伝達（D）の範囲が決まります。
▽ 次に、「母集団」をR→U→S→Aの事業目的の達成の程度でセグメント化します。

▽ 各セグメントの母集団における割合とセグメントごとのニーズをリサーチします。このデータが「啓発」の政策立案の基礎になります。

２．各セグメントのリサーチ 
▽ 各セグメントのリサーチは、母集団に対するアンケート調査などによって行います。ここで回答者がどのセグメントに属するかを識別できる質問（たとえば「あなたは・・・を知っていますか」などの質問や、性別や年齢などの回答者の属性）と、このセグメントのニーズに関する質問とをクロス集計して、セグメントごとにどのようなニーズをもつ集団かを検証します。

▽ 各セグメントには、伝達（D）→認知（R）→理解（U）→共鳴（S）→行動（A）のそれぞれの段階において、下のレベルよりも上がっている理由（たとえば「標語が心に響いた」などの“達成要因”）と、上のレベルに上がっていない理由（たとえば「参加したいが昼間の時間がとれない」などの“阻害要因”）がありますので、セグメントごとに達成要因・阻害要因について検証します。

(３)リサーチのポイント
１．アンケートでは「トップボックス」を重視する
▽ 意識調査では、たとえば「ぜひしたい」「できればしたい」「どちらでもいい」「あまりしたくない」「したくない」の５段階で認知や共鳴の度合いを質問しますが、最上位の回答（トップボックス：「ぜひしたい」）が一番信頼度の高い情報といわれています。次順位（セカンドボックス：「できればしたい」）は、何か問題や事情があってトップボックスに行かない層だからです。トップボックスの回答は８掛け、セカンドボックスの回答は２掛けで評価している民間企業もあります。同じ「したい」でもセカンドボックスの「できればしたい」とは意識のレベルが大きく違うことに注意しましょう。

２．セグメントの特性を引き出すためのリサーチ
▽ 民間では顧客の属性（性別、年代など）に応じてパンフレットをつくり分けるなどきめ細かなプロモーションを行っています。「啓発」では事前に「どういった対象に」「何を伝えたいか」を明確にしておく必要があります。

▽ そのため、対象者のセグメント（たとえば、就学前の子どもの保護者など）のニーズや好みをアンケートやヒアリングなどで調査して把握し、それに合うようにするにはどういった媒体（たとえば、冊子、ネットのＨＰなど）がよいか、またどういった手法（たとえば、一言のキーワードで訴えるのか、写真で訴えるのかなど）がよいかについての事業の「構成要素」を検討します。この段階でさらにリサーチが必要なら、仮説をたててリサーチします。
３．継続的な事後検証の仕組みづくり
▽ 府民の意識は定点調査（定期的に同種の調査をすること）をしないと変化を把握できません。施策の通常プロセスの一部として、施策の効果を把握する仕組みを組み込んでおくことが重要です。たとえば、配布する冊子にアンケート票をつけておいて感想を送ってもらうといった方法などがあります。


(１)リサーチのねらい
▽「イベント」では、「本来の施策目的」を明確にし、その効果をリサーチすることが最も重要です。

▽ それにあわせて「集客」の見込みを立てることが会場や施設の準備や広報計画を策定するうえで必要です。そのため事前に「集客」をリサーチし、予想集客数を設定することが重要です。予想集客数の設定は、事前の準備のために必要であるだけでなく、事後の効果検証のためにも有意義です。
(２)セグメント化
１．母集団とセグメントの設定
▽「本来の施策目的」を達成するための対象者は誰かを見極めます。それを「イベント」の母集団として、その属性に応じてセグメント化します。

▽ まず、「本来の施策目的」のセグメント化をします。たとえば、中小企業を対象にした啓発のためのイベントの場合、企業が置かれている環境や意識に違いがあるとき（地場産業企業や先端産業企業など）は、これらを別のものとしてセグメント化します。

▽ 次に、「本来の施策目的」のセグメントごとに「集客」のセグメント化をします。「集客」のセグメント化では、対象者のイベントへの「行きにくさ」（イベントの場所が遠い、開催時間の設定が仕事の都合に合わないなど）と「行きたさ」（イベントが魅力的など）の両方からセグメント化します。
２．各セグメントのリサーチ 
▽ 集客率をあげるためには、まず第１に、「本来の施策目的」の対象者にとって魅力ある「イベント」にする必要があります。そのためには、「本来の施策目的」の各セグメントのニーズをリサーチし、「イベントに魅力を感じる割合（魅力度）」を上げるためにどのような事業の「構成要素」が必要かを検討します。この段階でさらにリサーチが必要なら、仮説をたててリサーチします。
▽ それ以外にも、集客率を上げるためには、「イベント」の広報の仕方の工夫（ア）、「イベント」の場所の工夫（イ）、イベントの時期や時間帯の工夫（ウ）なども重要です。これらについても、リサーチが必要なら仮説をたててリサーチします。
(３)リサーチのポイント
１．ブレインストーミングの効用
▽「イベント」の魅力度を上げるためには、コンセプトづくりが不可欠で、この段階での対象者のニーズの洞察が不十分だと効果の乏しい「イベント」になります。そのためには、自由に意見を出し合ってコンセプトづくりを行うブレインストーミングが有効です。
２．施策目的の効果と集客に伴う効果の区分
▽「イベント」の効果測定では、「本来の施策目的」の効果（参加者の意識向上などの直接効果）と「集客」に伴う効果（「イベント」がマスコミに取り上げられて大阪のイメージアップとなるなどの間接効果）を区別して測定する必要があります。





(１)リサーチのねらい
▽ 受給者（直接「給付」を受ける人やそれを受ける可能性がある人）の「給付」へのニーズや満足度を検証するだけでなく、間接受益者（「給付」の対象とはならないが、たとえば地域社会の安全・安心のレベルが高まることなどで間接的な利益を受ける人）のニーズや負担者（納税者や「給付」の対象とならないことを自分の不利益と感じる人）の公平感などもあわせてリサーチすることが必要な場合があります。
▽「給付」が法令で義務付けられている事業では、「給付」の「施策目的」や「事業選択」より、効率的な提供手法のあり方などがリサーチの主な目的になります。

▽ 民間で類似の「給付」が行われているときは、行政として実施する必要性や範囲についてのリサーチが加わります。
(２)セグメント化
１．母集団とセグメントの設定 
▽ 母集団の設定では、受給者のみならず、間接受益者や負担者も対象者として考えることが必要な場合があります。

▽ その場合には、セグメント化では、受給者と間接受益者、負担者の区分は、意識や環境によって変化すると考えられますので、慎重にセグメント化する必要があります。

２．各セグメントのリサーチ 
▽「給付」の性質に応じて、その「給付」の客観的な必要性の強さが異なる集団がいる場合があります。「給付」がなくなることによる受給者や間接受益者への客観的な影響の度合いに応じて「ウォンツ」（あれば望ましい「給付」）、「ニーズ」（必要な「給付」）、「マスト」（なくてはならない「給付」）に分けることができる場合がありますが、リサーチでは受給者のニーズだけでなく、「給付」の客観的な必要性の強さを調査することが必要です。
▽「給付」の事業手法では、府以外の主体と協働することが多いので、供給側の協働者のニーズを把握することも効果的な「給付」を行うために重要です。また、間接受益者のニーズの強さやひろがりや、負担者の負担感や公平感の強さを把握することも必要な場合があります。






(３)リサーチのポイント
１．法定給付事業のリサーチ
▽ 法令で給付が義務付けられている事業では、統計データをはじめとする全国的な指標がある場合が多いので、それを分析し、全国に比較してどの程度の水準のサービスが提供されており、どこが不十分かを把握するなどのリサーチが考えられます。また、専門的な研究もすすんでいることが多いので、改善点を専門家にヒアリングするなどの定性的な調査も考えられます。

２．民間との比較リサーチ 
▽ 民間で類似の「給付」が実施されている場合、行政が「給付」を行う必要性やその範囲を検証するためのリサーチが必要になります

▽ また、行政で行う場合でも、民間との比較によって、より効果的・効率的に行うための事業の「構成要素」についてのリサーチが考えられます。また、市町村などとの役割分担の観点から、「給付」の内容や利用者などの比較の調査が必要です。





(１)リサーチのねらい
▽ 行政として規制を課する必要性や規制による影響などを客観的に明らかにします。

(２)セグメント化
１．母集団とセグメントの設定 
▽ 「規制」では「給付」とは逆に、母集団の設定では、規制対象者（例えば排出ガス規制を受ける工場）以外に規制によって影響を受ける人（例えば工場に環境プラントを提供する企業。「規制波及者」）、規制によって保護の対象となる人（良好な大気を享受できる府民。「受益者」）も対象者として考えることが必要な場合があります。

▽ その場合には、規制対象者と規制波及者、
受益者の区分は、意識や環境によって変化すると考えられますので、慎重にセグメント化する必要があります。

２．各セグメントのリサーチ
▽ 受益者の「規制」による客観的な保護の必要性には強弱がありますので、規制対象者の負担に見合うだけの保護の必要性が客観的にあるかどうかをリサーチする必要があります。
▽ 規制波及者への影響にはプラスのものもマイナスのものもありますので、多様な利害状況に応じたセグメント化を慎重に行って、そのニーズや負担をリサーチすることが必要です。
(３)リサーチのポイント
１．「規制」の影響を把握するリサーチ
▽「規制」の必要性を明らかにするための客観的事実を把握したうえで、「規制」の導入によって生まれる便益やコストを検証します。便益は、金銭的に換算することが困難な場合には、他の定量的指標（たとえば、環境にかかる規制であれば環境の改善度など）を検討します。また、コストでは、「規制」に伴う行政負担と規制対象者が受ける負担を検討します。「規制」をした場合の便益・コストはできるだけ客観的に指標化することが望ましいですが、それが難しい場合には定性的にでも検証することが必要です。

２．「規制」の内容や範囲が適切であることを検証するためのリサーチ
▽ 同等程度の規制効果が期待できる代替案（規制以外の啓発などの手法）を検討し、「規制」の内容や範囲が適切であるかどうかをリサーチします。
３．社会実験によるリサーチ
▽ 交通規制など「規制」が効果的かを社会実験によって調べる方法も考えられます。「規制」の実施後は、「規制」の遵守の状況についてリサーチを行うとともに、実際に「規制」が当初の目的に対してどれだけ貢献しているかを把握します。

(１)リサーチのねらい
▽ この事業手法のリサーチでは、将来の需要予測や環境への影響の評価など、長期にわたるリスクの予測や評価に関する調査が目的となります。

▽ なお、道路などのインフラ整備については費用便益分析をはじめとする建設事業評価や環境への影響評価などが実施されます。

(２)セグメント化
１．母集団とセグメントの設定 
▽「投資」のうち収益性確保が必要な事業については、本来の施策目的（環境改善のための工場移転など）のためのリサーチの母集団と開発事業の収益性確保（企業誘致など）のためのニーズ調査の母集団が異なることがあります。

▽ その場合には、セグメント化ではこの２つの違いに注意する必要があります。

２．各セグメントのリサーチ 
▽ 収益性確保のニーズ調査では、たとえば「現在立地意向のある企業」や「今後立地を検討する企業」「立地意向のない企業」などがセグメントになりますが、工場立地では３年以上先の動向は読めないといわれているようにそのニーズは流動的です。

▽ そのため、この類型でのリサーチでは、本来の施策目的に基づくニーズがどの程度切迫しているか（たとえば、工場団地では、近隣の工場の操業環境改善や住環境保全の目的など）などの施策目的のリサーチが着手判断で重要になります。

▽ また、収益性確保のニーズ調査では、構想段階でのリサーチと分譲可能後のリサーチではリサーチの不確実性の程度が異なります。分譲可能後のリサーチでは、販売活動と一体になった調査が有効です。

▽ ニーズやリスク要因は事業着手段階、完成段階までに変化するのが常ですので、継続的なリサーチによりニーズ・リスクの変動をモニタリングすることが必要です。また、ニーズやリスクに応じて事業の変更や撤退ができる事業スキームが求められます。


(３)リサーチのポイント
１．顧客囲い込み型のリサーチ
▽ 面的開発事業などでは、分譲交渉が可能な程度に開発事業が熟した段階で、潜在的な顧客を囲い込み、ニーズ把握とともに誘致自体を目的としたリサーチをすることが有効です。

２．民間事業者の情報を活用したリサーチ
▽ ゼネコンや不動産業者などの地域や企業立地のニーズをつかんでいる業者などへのヒアリング調査を行います。また、競合先（他府県の工業団地など開発案件など）がある場合は、その販売条件などを調べておきます。

３．高度な技法を活用したリサーチ
▽ この事業手法では、費用便益分析（仮想評価法（ＣＶＭ）、ヘドニック法、代替法などいくつかの手法があり、国土交通省では指針やマニュアルが策定されています）などにより、事業の有効性や妥当性を評価します。CVMやコンジョイント分析など、高度な統計モデルによって需要を予測する方法が開発されており、学識経験者などと連携したリサーチが有効な場合があります。




第６　公の施設における利用者満足度調査の手法
１．利用者満足度調査の意義
➊“利用者満足”とは
民間では、ＣＳ（顧客満足）は業績の先行指標とも言われています。利用者満足度調査により、ＣＳ把握を継続的に把握し、変化に注目することが有用です。ある項目で明らかな数値の低下があれば、何か問題が起こっていると言えます。

利用者満足度が上がると、利用者のリピート率の高まりや口コミ等による新規来館者の増加によって業績が伸びます。逆に、利用者満足度が下がると、利用者数が減少し、業績が落ち込むことになります。
➋ 利用者満足度調査の必要性
	刻々と変わる顧客の〈満足要因〉と〈不満足要因〉を把握する


➭顧客の要望や期待は常に変化しているため、定期的に把握することが必要です。
➭過去に「満足」と回答されたサービスも、時間がたてば「不満」となる場合があります。サービスのマンネリ化や施設・設備の老朽化など、日々業務をしていると、スタッフでは気づかないことがあります。
（例）・何か事件があると、安全に対する要求水準が高くなる

（例）・競合施設が料金を引き下げると、価格の引き下げ要求が高くなる

	公共施設として課せられた公益的な目的を達成しているかを検証する


➭極端な例ではありますが、目的が「売上」だけであれば、どこの誰が利用しようと問題はなく、その売上金額だけで結果を評価できます。しかし、公益的な目的を持つ公の施設の場合、その目的が達成されているかどうかの検証が必要であり、それには「利用者の声」の把握・分析が不可欠です。施設が「役立ったかどうか」を決めるのは利用者であるとも言えます。
➭利用者満足度調査を、利用者（顧客）との貴重なコミュニケーションの機会ととらえ、普段、直接面と向かっては聞き出しにくい率直な意見や、新たなサービス開発につながるニーズの把握などにつなげていくことが考えられます。

➭なお、ここでは、まだ利用したことのない人や現在は利用していない人など潜在的利用者は調査対象にしていません。施設目的の達成のためには、潜在的利用者の意向調査も必要であり、これにあたっては２０頁の事業手法「啓発」のリサーチポイントを参考にしてください。

➌ 利用者満足度調査とロジック・ツリー
	施設経営におけるＰＤＣＡのマネジメントサイクルに位置づける


➭利用者満足度調査が機能するには、施設経営のＰＤＣＡのマネジメントサイクルにおける、評価（ＣＨＥＣＫ）に位置づけて取り組むことが重要です。

➭その際、８頁でも説明しています“ロジック・ツリー”をベースとした、利用者（顧客）からの声（評価）を把握することにより、ロジック・ツリー自体の適切さや、実施している施策・事業の有効性の検証、今後実施する施策・事業の優先順位づけなどに活用していくことができます。
➍ 利用者満足度調査で確認したい事項
	施設の設置目的に照らした「コアターゲット」に利用していただいているかを確認する


➭誰が、いつ、何をきっかけに、何を目的として、誰とどのように施設を訪れたのかを把握するため、来館者の属性（性別、年代、居住地、家族構成、来館目的、来館頻度など）を質問します。

➭施設の設置目的に照らした属性と実際の来館者とのそれに大きなズレがある場合、ＰＲ方法やサービス内容、料金設定などの見直しが必要となります。
➭「想定していなかった層」からの支持を得ていることが判明することもあります。その場合、新たな対応（例えば、この層を新たなターゲット層に位置づける、又は他施設へ誘導するなど）が必要です。
	「コアターゲット」が重要とする価値を確認する


➭「施設に対する総合的な満足度の向上」又は「施設の入場者数の増加」をゴールとする場合、いずれにしても「施設の総合満足度」を把握することが必要であり、さらにそれを構成する様々な要素についての重要度（価値）を来館者に質問します。

➭利用者（顧客）が求める価値には「できていて当たり前のもの」や「感動に値するもの」があります。前者は、できていても満足度は高まりませんが、できていないと満足度が低下します。また、後者は、できていなくても満足度は低下しませんが、できていると満足度が高まります。

（例）トイレの清潔さについては、「きれい」が当たり前で、競合施設の数倍きれいにしても客数は伸びないが、「汚れている」と影響が出る

➭「平均データ」と「ターゲット層のデータ」の違いを分析（クロス分析）し、コアターゲットの重要度（こだわり）が高い点を理解し、そこに取組施策の重点を置きます。
（例）安全性へのこだわりが高ければ、具体的に目に見える形で安全対策を講じ、それをアピールする

➭継続的に把握し、重要度の変化を察知することが必要です。
➭ターゲット層が重視している要素の満足度を注視します。特に低いものについては早急な対応が必要です。

	調査結果
	対応方向

	重要度
	満足度
	

	ターゲット層＞その他の層
	ターゲット層＜その他の層
	至急に改善が必要

（ターゲットの不満足を解消）

	
	ターゲット層＞その他の層
	現状をキープ

	ターゲット層＜その他の層
	ターゲット層＜その他の層
	現状をキープ

	
	ターゲット層＞その他の層
	改善が必要

（全体の利用者減少を回避）


	「ターゲット層のニーズ」と「提供サービス」とのズレを早期にキャッチする


➭モニタリングする指標を定め、定期的に測定する必要があります。
（モニタリング指標の例）

・総合的な満足度、リピート意向、リコメンド（知人への推奨）意向

・期待を上回る価値の提供ができたか

・料金を上回る価値の提供ができたか

➭指標を時系列で分析し、異常を察知する必要があります。
	新たなサービスに対する需要（ニーズ）を確認する


➭現在は実施していないが、今後導入していくこを考えている複数のサービス（アイデア）を提示し、導入が求められる優先度を確認します。

➭反対意見も吸収し、新サービスのブラッシュアップに役立てていきます。
２．利用者満足度検証フレームの作成
➊ 基本的な考え方
公の施設では、「公益的な目的達成」、「利用者の満足」、「コスト」などのバランスのとれた“適切なサービス”を提供することが使命と言えます。

この“適切なサービス”とは決まりきったもの、固定化したものではありません。

	➠昨日のサービスを続けているだけでは不十分かもしれない

➠必要とされるサービス、有効なサービスは環境変化により変わっていく

➠したがって、サービスの不断の見直し、すなわち“変わり続けること”が必要

➠とは言え、コスト、人、時間の制約があり、むやみやたらな対応はできない


	環境変化の例
	▽社会経済環境の変化　　▽安全基準の強化

▽顧客の満足要因の変化　▽スタッフの変化（ベテランの退職、異動）

▽施設・設備の劣化　　　▽競合・類似施設の立地あるいは廃止・撤退


そこで、まず何から取り組むのか“仮説”を立てます。その仮説を検証して上で業務計画・方針を策定し、それに基づいた取組結果を点検して、次のサービス改善へとつなげていく、すなわちＰＤＣＡサイクルを組み込むことが大切です。

また、提供するサービスの効果（結果）を出すためには、全部門が同じ方向性（仮説）を共有しなければいけません。そうすることで、部門間での協力が生まれます。

このような“仮説”を組織内で共有化するツールが「利用者満足度検証フレーム～ロジック・ツリー～」です。

➋ ロジック・ツリーの効果
ここではロジック・ツリーを“期待する効果が得られるまでの因果関係の仮説”をツリー状の図で示したもの（「見える化」したもの）とします。これは、“取組”とそれによって生じる“効果”の連鎖の仮説とも言えます。

単純な仕事の場合、一つ一つの取組とその効果の関係については、関連する部門の担当者にとっては当たり前、自明のことであり、わざわざロジック・ツリーとして共有する必要はないかもしれません。

しかし、仕事が複雑な場合や、結果が出るまでに時間がかかる場合、複数の解が正しそうな場合には、ロジック・ツリー（インプット→アウトプット→アウトカムの因果関係の仮説）を整理しておく方ことが大切です。

また、部門間での縦割りもあって、自らが関わる部門の目標が、施設全体の目標にどのようにつながっているのかという全体像が実は見えていないことが多い場合もあります。担当者が現場での経験を通じて蓄積してきた知見・ノウハウを体系的に明示し、組織で共有すること、そしてそれが、今、どの程度できているのか、それとも、できていないのかについて、組織全体で共有することが重要です。

当初の仮説としてロジック・ツリーを整理・共有しておくことで、事後検証によるロジック（仮説）の修正・選択も行いやすくなります。

また、ベテラン担当者の異動などがあっても、ロジック・ツリーを共有化しておくことで、過去の経験（成功や失敗）の上に、一貫性のある取組を積み上げていくことができます。

組織の内外の多くの人・組織との協働が必要な場合や、いろいろな利害の絡む主体と協働する時には、共通理解としてロジック（仮説）を「見える化」しておくことで、問題意識や課題解決の方向性のベクトルを整合させることができます。

	◆「利用者満足度検証フレーム～ロジック・ツリー～」の組織内での共有効果
同じ投入でより高い成果が得られる
➠ロジック・ツリーの共有がないままでは、個人や各部門が、施設のために良かれと考えて取り組んだことが無駄になったり、相互に打ち消しあったりする可能性が出てくるおそれがあります。そのことは、利用者から見ると、ちぐはぐだったり、混乱しているといった印象になってしまいます。

➠ロジック・ツリーを共有することで、「インプット→アウトプット→アウトカム」に至る一連のプロセスにおけるムダが減ります。同じ資源の投入でより高い成果が得られる可能性が高まります。
施策・事業の軌道修正が合理的に行える
➠目標達成に至る一連のプロセスの連鎖を「見える化」することにより、各段階の中間地点、中間目標の設定ができます。その結果、きめ細かくロジック・ツリーの検証ができ、生産性・有効性の視点からムダの発見につなげやすくなります。

➠関連する環境変化とその対応策が、具体的に考えやすいため、環境変化への対応がスムーズかつ合理的に行えます。

➠複数の正しそうな解（道筋）がある場合、その中から、より適切な解（道筋）を早く見定めることができます。

組織・職員の蓄積を活かすことができる
➠担当職員が異動すると、ゼロからのスタートに戻ってしまい、積み上げてきた蓄積（成功体験や失敗の経験、反省）が活かされない場合が起こったりします。知見・ノウハウをロジック・ツリーに落とし込むことで、知見の継承が可能になります。
➠ロジック・ツリーを用いて、現在できていないこと、上手くいっていないこと、今後充実していきたいことが共有できると、組織内で互いに助け合うことができ、また、組織の内外との協働が効果的に行えたりします。

優れた成果を生み出している他の組織と活動の比較（ベンチマーク）が行いやすい
➠他の組織の知見・ノウハウを、より有効に組織内へ取り入れることができます。


➌ 利用者満足度検証フレームの構造と作成ステップ
【利用者満足度検証フレームの構造】

公の施設で用いる「利用者満足度検証フレーム」は、“ミッションの確認”と“ロジック・ツリーの作成”の２つのグループで、全５階層から構成します。

	ミッションの確認
	ロジック・ツリーの作成

	第１階層
	第２階層
	第３階層
	第４階層
	第５階層

	ゴール

（最終成果）
	ターゲット

（顧客属性）
	アウトカム

（顧客の状態の変化）
	アウトプット

（顧客に提供する価値）
	インプット

（現在、実施しているサービスや活動）


【利用者満足度検証フレームの作成ステップ】

「利用者満足度検証フレーム」の作成は、次の３ステップで行います。

	第１ステップ
	ゴール（第１階層）とターゲット（第２階層）の設定

➭「誰がどうなること」を目指すのか

	第２ステップ
	アウトカム（第３階層）とアウトプット（第４階層）、インプット（第５階層）の設定

➭ゴールの達成に向けて、「何をする」のか（左から右への連鎖）

➭「今、していること」は、何につながるのか（右から左への連鎖）

	第３ステップ
	作成した利用者満足度検証フレームの点検

➭「○○のために○○をする」と左から右へ読む

➭「○○をすることで○○になる」と右から左へ読む


【利用者満足度検証フレームの作成体制】

利用者満足度検証フレームのうち、特に“ロジック・ツリー”の部分については、施設における諸活動や各部門の今後の取組意向などを把握している担当者（各部門で構成）などでタタキ台を作成し、組織の全職員の追記・修正への協力によって完成させていきます。
≪第１ステップ≫「ゴール」と「ターゲット」の設定
第１ステップでは、ゴール（最終成果／第１階層）とターゲット（顧客属性／第２階層）をセットで設定します。すなわち、「誰をどういう状態にするのか」ということを決めます。

【ゴール（最終成果／第１階層）の設定】

公の施設におけるゴールとしては、一般的に次のものが考えられます。
	・施設目的の達成状況の向上（利用者の興味・関心や理解度、技術習得度の向上）

・利用者の満足度の向上　　・施設の利用者数の増加　　　　　　　　　　など


施設の利用者数の増加のためには、「リピート利用の増加」と「新規利用者の開拓」が必要となり、利用者の満足度の向上が必要となります。










【ターゲット（顧客属性／第２階層）の設定】

公の施設におけるターゲットとしては、「施設に課せられた公益的な目的」と「居住地」の２軸により類型化（セグメント化）することができます。

セグメント化することにより、来館者数の増加や利用者満足度の向上に特に取り組むべき属性が明確化されます。ここでは、それを「コアターゲット」と呼ぶこととし、「コアターゲット」に関わるサービスを中心に第２ステップでロジック・ツリーを構築していきます。



（例）子どもを対象とする施設

	区　分
	施設の目的

	
	【主たる対象者】

子ども（○才～○才）
	【主でない対象者】

大　人

	居住地
	【主たる地域】

府　　民
	コアターゲット
	

	
	【その他の地域】

府民以外
	
	


【「ゴール」と「ターゲット」の設定】

上記の検討により、次のような「ゴール」と「ターゲット」が設定されます。

	①「コアターゲット」に対する「施設目的の達成状況」を向上する

（例）□□□教育施設

➭周辺地域の府民の□□□についての技術レベルを上げる

②「コアターゲット」における「利用者満足」を向上する

（例）子ども向けの施設

➭大阪府域から来館する子どもの満足度を上げる

③「コアターゲット」における「利用者数」を増加する

（例）大阪北部の子どもを対象にする施設

➭大阪北部から来館する子どもの数を増やす


≪第２ステップ≫「アウトカム」と「アウトプット」、「インプット」の設定
第２ステップでは、アウトカム（顧客の状態の変化／第３階層）とアウトプット（顧客に提供する価値／第４階層）、インプット（現在、実施しているサービスや活動／第５階層）をセットで設定します。すなわち、「ゴールを達成するために、何をするのか」ということを整理します。

作成方法としては、第３階層から第５階層に向けて（左から右へ）、「ゴールの達成に向けて“何をしているのか”、“何をすべきなのか”」を整理していく方法と、第５階層から第３階層に向けて（右から左へ）、「“今、していること”は何につながるのか」を整理していく方法とがあります。作成にあたっては、“右から左へ”と“左から右へ”の検討を繰り返し、内容を書き出していくことになります。

《利用者満足度検証フレームの構造》
	ミッションの確認
	ロジック・ツリーの作成

	第１階層
	第２階層
	第３階層
	第４階層
	第５階層

	ゴール

（最終成果）
	ターゲット

（顧客属性）
	アウトカム

（顧客の状態の変化）
	アウトプット

（顧客に提供する価値）
	インプット

（現在、実施しているサービスや活動）


公の施設の場合、第４階層の利用者に提供する価値については、以下のような視点から検討し、もれなくダブりなく書き出していきます。

	▽施設　　　▽料金　　　▽主たるサービス　　　▽スタッフの応対

▽付加的なサービス　　　▽アクセス　　　▽立地　　　▽ＰＲ


≪第３ステップ≫ 作成した利用者満足度検証フレームの点検
一通り作成が終われば、次のように声に出して読んでみて、違和感がないかどうかを点検します。
『○○のために、○○をする』と左から右へ読む

『○○をすることで、○○になる』と右から左へ読む

現在のすべての活動が、第１ステップで設定した「ゴール」と「ターゲット」に結びついているならば、それらは第５階層に落とし込まれているはずです。

なお、作成を進める中で、第１ステップで設定した「ゴール」と「ターゲット」から導き出した第３階層（顧客の状態の変化）につながる第４階層、第５階層が埋まらない場合があります。それは、本来必要であるのに、実施できていない活動ということになります。

一方、第５階層（現在、実施しているサービスや活動）は埋まったが、第１ステップで設定した「ゴール」と「ターゲット」に結びつかないものが出てくる場合があります。それは、不要な活動、過剰なサービスかもしれませんし、第１ステップでの「ゴール」と「ターゲット」の検討の中で、何らかの漏れがあるのかもしれません。

気付いたことをもとに利用者満足度検証フレームを点検し、現時点での認識として完成させていきます。

《作成例》「花の文化園」での利用者満足度検証フレーム
	ミッション
	ロジック・ツリー

	第１階層
	第２階層
	第３階層
	第４階層
	第５階層

	ゴール

（最終成果）
	ターゲット

（顧客属性）
	アウトカム

（顧客の状態の変化）
	アウトプット

（顧客に提供する価値）
	インプット

（現在、実施しているサービスや活動）

	入場者数を増加する
	家族世帯の入場者数を増加する
	見頃な花木やイベント等の情報の入手がしやすい
	公式ホームページの内容が網羅的でわかりやすい
	発信情報を計画的に作成している

	
	
	
	
	21年１月にリニューアルを実施した

	
	
	
	公式ホームページからタイムリーに情報が入手できる
	発信情報を計画的に作成している

	
	
	
	
	イベント情報は随時、開花情報は毎週更新している

	
	
	
	パンフレットが充実している
	掲載内容の検討・企画を行っている

	
	
	
	季報「ふるる通信」の内容が充実している
	発信情報を計画的に作成している

	
	
	
	
	効果的な時期・頻度で発行している（20年度：４回発行）

	
	
	
	季節の花木・イベント等を紹介したチラシが充実している
	発信情報を計画的に作成している

	
	
	
	
	集客時期ごとに発行している（20年度：５回発行）

	
	
	
	季節の花木・イベントのポスターが充実している
	発信情報を計画的に作成している

	
	
	
	
	チラシ作成時に同内容のポスターを作成している

	
	
	
	子ども用の学校向けチラシが充実している
	近隣市の教育委員会・学校の協力を得て、小中学生全員にチラシを配布している

	
	
	
	テレビ、新聞、雑誌等を通じた情報発信が充実している
	記者クラブへ季節の花やイベントの情報を毎週提供し、マスコミや鉄道会社へも定期的にＦＡＸ送信している

	
	
	
	駅・公共交通機関内の広告が充実している
	鉄道駅の協力を得て、ポスターの掲示やチラシの配布を行っている

	
	
	園までの交通アクセスが利便である
	駐車場は十分なスペースがある
	駐車場の利用状況を把握している

	
	
	
	駐車場から公園までのアクセス道が工夫されている
	アクセス歩道の改良や案内板等の工夫を行っている

	
	
	
	身体障害者用の駐車場が充実している
	利用者が多い時期には整理要員を配置している

	
	
	
	駐車場管理者の接遇がよい
	定期的に接遇状況を確認している

	
	
	料金（入園料、施設使用料、駐車場料金）が適切である
	入場料金は適切である
	コスト削減に向けた経営の仕組みを構築している

	
	
	
	園芸室・工芸室等の施設使用料は適切である
	園芸室・工芸室は外部の団体が利用しやすい料金設定に努めている

	
	
	
	駐車場料金は適切である
	駐車料金は開設者である市の協力を得て、無料開放日の設定に努めている

	
	
	整備されている園内の花木や庭がみごとである
	四季折々の花木が楽しめるような工夫がされている
	四季を通じた植物展示が行える植栽や展示を企画し、その企画に応じた植栽エリアの充実を進めている

	
	
	
	植栽のテーマ展示の企画（「世界で一番美しい緑の壁」等）が充実している
	テーマ展示の検討・企画を常時行っている

	
	
	
	ばら園等まとまった一段の花壇がきれい
	植栽エリアごとに担当者を決め、担当者を中心に管理水準の向上に努めている

	
	
	
	世界の花木を植栽する大温室が充実している
	

	
	
	
	
	既存の植栽エリアの充実に努めるとともに、常に新たなエリアの整備にも取り組んでいる

	
	
	
	ハーブ園・野草園などテーマ園の種類・内容が充実している
	

	
	
	
	庭園的な空間整備がされている
	

	
	
	
	散策して楽しい遊歩道として植栽されている
	遊歩道周辺の植栽等の整備を進めている

	
	
	
	
	清掃を適切に行っている

	
	
	
	芝生広場が整備されている
	芝生の手入れを適切に行っている

	
	
	
	園内モニュメント（テラコッダドール等）が工夫されている
	モニュメントの検討・企画を常時行っている

	
	
	
	プレート・名札等による花木の紹介がある
	分かりやすい表記となるよう工夫と改善に取り組んでいる

	
	
	
	花木を楽しみながらくつろげる場（ベンチ等）がある
	くつろげる場の企画・設定・変更を常時行っている

	
	
	
	写真撮影を楽しめる環境にある
	三脚を使った写真撮影を許可している

	
	
	
	
	写真教室や写真撮影会を開催している


	
	
	開催されているイベントが充実している
	展示イベントの企画が充実している
	既存イベントの充実とともに、常に園の機能を活かした新しいイベントの企画にも積極的に取り組んでいる

	
	
	
	花木、花器、調理を学習できる講座が充実している
	花に関わる多彩で分かりやすい講座を開催している（年90回以上）

	
	
	
	フリーマーケット等の参加型イベントが充実している
	フルルマーケットや園内見所ツアー等のイベント、来園者と職員との展示物の共同作成など、参加型イベントを行っている

	
	
	
	子どもの楽しめるイベントが充実している
	夜間キャンプやファミリー運動会等の家族参加型や子ども向け体験講座等のイベントを行っている

	
	
	花木の管理、清掃・除草等が行き渡っている
	施肥・害虫駆除等の花木管理がしっかり行われている
	植物管理マニュアルを作成し、適切な管理を行っている

	
	
	
	雑草取り等の手入れがしっかり行われている
	事後確認を行っている

	
	
	
	遊歩道等はよく清掃されている
	清掃計画を立てている

	
	
	
	
	適切に清掃している

	
	
	
	
	事後確認を行っている

	
	
	
	建物・噴水・温室等の施設補修・管理は十分である
	補修計画を立てている

	
	
	
	
	定期的に点検見回りを行い、必要時には適切に補修している

	
	
	
	
	事後確認を行っている

	
	
	休息施設のサービス・配置が充実している
	施設の広さ・場所・数が適切である
	利用状況を把握している

	
	
	
	飲食の提供機能がある
	変更の検討を適宜行っている

	
	
	売店の品揃えが充実している
	季節に応じた花木の苗を販売している
	ニーズを収集している

	
	
	
	
	販売状況を把握している

	
	
	
	独自の商品を販売している
	商品企画を常時行っている

	
	
	顧客がスタッフの応対を快く感じている
	顧客に対する接遇がよい
	接遇の研修を行っている

	
	
	
	
	定期的に接遇状況を確認している

	
	愛好家の入場者数を増加する
	ボランティア活動への支援が充実している
	ボランティア希望者への情報提供が充実している
	情報提供窓口を設置している

	
	
	
	
	ホームページ等により活動内容を発信している

	
	
	
	ボランティア養成講座が充実している
	「花いっぱいのまちづくりボランティア養成講座」を頻繁に開催している（20年度：27回開催、53名参加）

	
	
	
	施設指導者のための農産園芸福祉実践講座が充実している
	

	
	
	
	花の植替え・手入れ・イベントへの参加機会が充実している
	週２回の定例活動日のほか、20年度からは自由参加活動も開始している

	
	
	
	
	ボランティアグループによる展示イベントを開催している

	
	
	
	小学校への出張ガーデニング・指導等が充実している
	職員とともに学校ガーデニング出張指導を行っている

	
	
	
	
	福祉施設等への出張指導を行っている

	
	
	花木に関する調査・学習環境が整っている
	調査・学習活動への参加機会が整っている
	園芸に関する講座を開催している

	
	
	
	
	園内を調査・研究の場として提供している

	
	
	
	グループによる調査・研究活動の環境が整っている
	園内をグループ活動の場として提供している

	
	
	
	調査・研究成果を発表する場が提供されている
	活動成果の発表機会を定期的に設けている

	
	
	
	大学や他の研究機関との連携がとれている
	「日本植物園協会」と連携し、大学からの学芸員やインターンシップを受け入れている

	
	学校からの入場者数を増加する
	学習機会を容易に把握できる
	学校への情報提供が十分に行われている
	教育の場として園を活用する「花の文化園子ども体験プログラム」を作成している

	
	
	
	学習メニューが充実している
	学習メニューの検討体制を整えている

	
	
	団体で学習できる環境が整備されている
	学習しやすい施設が整備されている
	利用状況を把握している

	
	
	
	
	整備の検討を適宜行っている

	
	
	
	指導員の数・指導力が十分である
	職員とボランティアグループの共同指導体制を整えている

	
	
	
	実習コース・内容が充実している
	「花の文化園子ども体験プログラム」を実践するとともに、子どもたちの職場体験の場として積極的に受け入れている

	
	
	
	学習内容など学校の要望に柔軟に対応できる
	

	
	
	
	出張講義など対外活動が充実している
	教育委員会の協力を得て、学校への情報発信を積極的に行っている

	
	
	
	
	市と連携して、学校ガーデニング出張講座を実施している（20年度：16幼小中、1,102名参加）


３．アンケート調査票の作成
利用者満足度検証フレームをアンケート調査票に落とし込むとすると、次のような構成になります。

＜調査票の標準的な構成例＞

	設問パート
	設問例
	分析例

	１
	施設全般の評価を確認する設問

（第１階層、経営において最も重視する指標）
	・総合満足度

・再来訪の意向

・リコメンド（知人への推奨）の意向

・期待を上回る価値提供

・支払額を上回る価値提供
	・ターゲット層とその他の層との違いを分析（クロス分析）

・時系列分析

	２
	顧客が評価する重要な評価項目を確認する設問

（第３階層）
	・各項目（ロジック・ツリーの中間目標）の重要度と満足度


	・ターゲット層とその他の層との違いを分析（クロス分析）

・時系列分析

・総合満足度と中間目標の満足度との相関分析

	３
	重要な項目を構成する要素の満足度を確認する設問

（第４階層）
	・このサービスを利用したか

・満足か、不満足か

（主要サービス・設備について、５段階評価）
	・ターゲット層とその他の層との違いを分析（クロス分析）

・時系列分析

	４
	新規・既存サービスの需要を確認する設問

（掘り下げたトピックス的な設問）
	・導入が望まれるサービスはどれか

・どれぐらいの価格であれば利用するか

・最近導入したサービスについて満足度は
	・各サービスのターゲット層とその他の層との違いを分析（クロス分析）

	５
	来館者の属性や来訪動機を確認する設問

（施設の政策目的に照らしたコアターゲットとその来訪動機と、実際の来館者とのギャップを把握）
	・誰が（性別、年代）

・いつ

・どこから訪れたか（居住地）

・誰と訪れたか（グループ）

・どのようなきっかけで訪れたか（きっかけ）

・何が目的か（来館目的）

・何度目か（来訪頻度）

・交通手段は何か（アクセス）
	・ターゲット層とその他の層との違いを分析（クロス分析）


＜アンケート調査票のイメージ＞
第１階層（ゴール：最終成果）

	「▲▲▲博物館」に来て

満足されましたか？
	１．大変満足　　２．満足　　３．不満　　４．大変不満

５．わからない



第３階層（アウトカム：顧客の状態の変化）

	質問と選択肢

「▲▲▲博物館」の施設・サービス
	あなたの満足度は？

（○印は１つずつ）

	
	大変満足している
	満足している
	不満である
	大変不満である
	わからない・

利用していない

	①■■文化や●●に関する展示（常設展示室での展示）
	１
	２
	３
	４
	５

	②■■文化や●●に関するイベント（講演会など）
	１
	２
	３
	４
	５

	③文化一般に関する展示（特別展示室での展示）
	１
	２
	３
	４
	５

	④文化に関するイベント（コンサートなど）
	１
	２
	３
	４
	５

	⑤スタッフの応対
	１
	２
	３
	４
	５

	
	
	
	
	
	



第４階層（アウトプット：顧客に提供する価値）

	質問と選択肢

「▲▲▲博物館」の施設・サービス
	あなたの満足度は？

（○印は１つずつ）

	
	そう思う
	少しそう思う
	あまり

そう思わない
	そう思わない
	わからない・

利用していない

	常設展示室での展示
	①展示の文字説明がわかりやすい
	１
	２
	３
	４
	５

	
	②展示の映像説明（ビデオ）がわかりやすい
	１
	２
	３
	４
	５

	
	③ヘッドフォンによる説明がわかりやすい
	１
	２
	３
	４
	５

	
	④展示内容が適宜更新されている
	１
	２
	３
	４
	５

	
	⑤触れる、遊べる等の体験型展示が充実している
	１
	２
	３
	４
	５

	
	
	
	
	
	
	


《作成例》「花の文化園」でのアンケート調査票

(注１)　４４頁の利用者満足度検証フレームのうち、「家族世帯」及び「愛好家」を対象としています。

(注２)　また、アンケート用紙の紙面上の都合から、第３階層の個別の満足度については、「休息施設のサービス・配置」、「売店の品揃え」及び「スタッフ応対」の３つの項目を除いて設問を構成しています。





４．アンケート実施にあたっての留意点
➊ サンプル回収数の設定

サンプル数が多いほど統計的に誤差は小さくなりますが、費用対効果の観点から最低４００サンプルを回収することとします。
➋ アンケート調査票の回収方法
データの客観性を確保するため、アンケート調査票の回収にあたっては、次の事項に留意してください。

	▽アンケート調査票の記入台を設け、利用者自らが調査票に記入してもらえるようにすること

▽施設担当者は、利用者がアンケート調査票への記入時にその面前に立たないこと

▽アンケート調査票の回収箱を設け、原則として利用者自らそこへ投入してもらうようにすること


５．アンケート調査結果の分析
満足度調査でよく用いられる集計方法として、回答を点数化するものがあります。例えば、「大変満足」＝４点、「満足」＝３点、「不満」＝２点、「大変不満」＝１点として、当該設問の満足度を点数化するものです。
この方法は、各項目の満足度（「部分満足度」）を横並びに比較する場合には大変分かりやすいものですが、各項目が利用者の施設全体に対する満足度（「総合満足度」）の向上にどの程度貢献しているのかが分かりません。

このため、ロジック・ツリーを検証するためには、２つの回答の間の関係について分析することが必須です。以下に２つの回答の関係を分析する手法例を挙げます。

➊ 一般的なクロス分析
一般的なアンケート調査でも実施されている手法で、各項目の「部分満足度」と「総合満足度」をクロス分析するものです。

ここでは、４８頁に作成例として挙げた「花の文化園」のアンケート調査の一般的なクロス分析例を示します。グラフ上の「大変満足」の部分に示した矢印の角度が緩やかな項目（【Ｑ４】の①及び⑧）のほうが、「総合満足度」向上への改善効果が大きいことを視覚的に表しています。

[image: image1.emf]■表側：【Q4】①見頃な花木のイベント等の情報入手 《不明： 37件　を除く》

■表頭：【Q5】①花の文化園に来て満足したか
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[image: image2.emf]■表側：【Q4】②当園までの交通アクセス 《不明： 24件　を除く》

■表頭：【Q5】①花の文化園に来て満足したか
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[image: image3.emf]■表側：【Q4】③料金 《不明： 13件　を除く》

■表頭：【Q5】①花の文化園に来て満足したか
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[image: image4.emf]■表側：【Q4】⑧売店の品揃え 《不明： 24件　を除く》

■表頭：【Q5】①花の文化園に来て満足したか
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[image: image5.emf]■表側：【Q4】⑨来場者へのスタッフの応対 《不明： 15件　を除く》

■表頭：【Q5】①花の文化園に来て満足したか
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➋ 貢献度を考慮したクロス分析
一般的なクロス分析とは異なり、すべての項目の「部分満足度」を相対的に比較し、「総合満足度」向上への改善効果を視覚的に示す手法です。

ここでも、４８頁に作成例として挙げた「花の文化園」のアンケート調査をもとに、貢献度を考慮したクロス分析例を示します。グラフの左上に位置する項目（【Ｑ４】の①、⑤及び⑧）が、「総合満足度」向上への改善効果が大きいことを視覚的に表しています。

[image: image6.emf]「花の文化園」の満足構造と改善戦略
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〔縦軸〕各項目の「総合満足度」向上への貢献度

➭Ｑ４の各項目で「大変満足している」の回答者が、Ｑ５①で施設全体を「大変満足」と回答している割合

『①～⑨の項目について「大変満足」』かつ『施設全体について「大変満足」』

『①～⑨の項目について「大変満足」』

〔横軸〕各項目の満足度（「部分満足度」）
➭Ｑ４の各項目で「大変満足している」と回答している割合

『①～⑨の項目について「大変満足」』
『回答者数（ただし、「わからない・利用していない」と無回答を除く）』
➌ 有効なアウトプットの分析
ロジック・ツリーの「アウトカム」について、いずれが「総合満足度」向上への改善効果が大きいかを上記の手法により検証しますが、この分析によって抽出できた改善効果が大きい「アウトカム」ごとに、その部分満足度を向上させるために取り組むことが有効と思われる「アウトプット」が何なのかを分析します。

ここでは、上記の「花の文化園」のアンケート調査結果をもとに分析例を示します。

①見頃な花木のイベント等の情報入手


[image: image7.emf]肯定している人のうち情報提供に「大変満足している」と回答した人の
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⑤開催されているイベント


[image: image8.emf]肯定している人のうち開催されているイベントに「大変満足している」
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	「総合満足度」向上のため改善することが効果的と思われる項目と有効な取組

	「総合満足度」向上に効果的な項目

≪ロジック・ツリーのアウトカム≫
	有効と思われる取組

≪ロジック・ツリーのアウトプット≫

	①見頃な花木のイベント等の情報入手
	▽テレビ、新聞、雑誌等の活用による情報提供

▽ホームページ等によるタイムリーな情報提供

※ただし、情報提供への満足度は上がりにくい構造にある。

	⑤開催されているイベント
	▽展示イベントの企画

▽フラワーコンサート、フルルマーケット等の集客イベントの開催

▽花木、花器、調理等の学習講座の開催

※全般的にイベントへの満足度は上がりやすい構造にあり、効果的である。


➍ 属性別の分析
サンプルの属性ごとにアンケート調査結果を分析することも考えられます。特に重要な分析は、当該施設がターゲット（既存、潜在（新規）の両方が考えられる）としている属性を抽出し、その傾向を分析することです。

分析手法としては、分析の対象とするデータを選択する以外は、上記の➊から➌と同様です。
第７　リサーチの設計・分析にあたってのケーススタディ
ここでは、各部局でのリサーチ・プランの設計や結果の分析などにおいて参考としていただけるよう、これまでにリサーチ・チームが取り組んだ事例について、ケーススタディとして紹介します。

１．ブランドイメージの調査手法

民間では、自社や競合他社のブランドのポジショニングを分析するための「ブランドイメージ調査」が行われています。行政においても、公の施設や各種機関などが利用者や府民から“どのように見られているか”について、あらかじめ設定したイメージワードをアンケートの質問文の選択肢とし、それらがどの程度あてはまるかをリサーチすることにより明らかにすることができます。

ケーススタディ　府民が期待する大学像のイメージ調査
この事例は、府民１,０００名（性別・年代でサンプルを割付け）を対象にしたネットアンケート調査で、①府民が大阪の大学に求める役割と期待はどのようなものか、②府民が公立大学に求める役割と期待はどのようなものか、③この２つの役割と期待に差異はあるか、などを検証事項としました。

リサーチ・プランを整理するにあたっては、大学のイメージを大きく４つに分け、これをベースに分析する方針を立てました。まず、大学に求める役割として、「教育」と「研究」の２つの分野を設定しました。次に、大学に対する期待として、「高度化」と「大衆化」の２つの方向性を設定し、下図の≪役割×期待≫によるリサーチの分析の枠組みを設定しました。





さらに、理系学部と文系学部では、府民が求める期待や役割に違いがあると思われるため、上図の「Ａ」から「Ｄ」の４象限ごとに、それを代表する理系学部と文系学部に対応した大学のイメージを、１つずつ設定しました。

	Ａ
	研究分野の

大衆化
	(理) 新しい技術や製品の開発を通じて地域経済に貢献する大学

	
	
	(文) 地域に密着して研究や学問の成果を社会にわかりやすく伝える大学

	Ｂ
	教育分野の

大衆化
	(理・文) できるだけ安い授業料で多くの学生に大学教育の機会を与える大学

	
	
	(理・文) 就職や資格取得に役立つ教育を積極的にすすめる大学

	Ｃ
	研究分野の

高度化
	(理) 世界最先端の研究が行われる大学

	
	
	(文) 我が国の文化や学問をリードしていくような大学

	Ｄ
	教育分野の

高度化
	(理) 高度な技術者や専門職を育成する大学

	
	
	(文) 社会のトップリーダーを輩出するような大学


検証事項①

第１の検証事項「①府民が大阪の大学に求める役割と期待」について、上記で整理した８つの大学のイメージをアンケートの質問文の選択肢とし、これらのイメージ像から漏れるものを自由意見によって補足できるよう、次のように設定しました。なお、選択肢の配列にあたっては、≪役割×分野≫と＜理系・文系＞が回答者から見てランダムになるようにしています。

	Ｑ　あなたが、「大阪には、是非、こんな大学があってほしい」と期待される大学のイメージはどのようなものですか？ 現に大阪にそのような大学があるか、ないかということは考えずに、次のうちから、一番近いものを１つだけ選んでください。

１．世界最先端の研究が行われる大学

２．できるだけ安い授業料で多くの学生に大学教育の機会を与える大学

３．地域に密着して研究や学問の成果を社会にわかりやすく伝える大学

４．社会のトップリーダーを輩出するような大学

５．新しい技術や製品の開発を通じて地域経済に貢献する大学

６．高度な技術者や専門職を育成する大学

７．我が国の文化や学問をリードしていくような大学

８．就職や資格取得に役立つ教育を積極的にすすめる大学

９．その他のイメージ（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　）

１０．大阪に大学はなくてもいいと思う


検証事項②・③
次に、第２の検証事項「②府民が公立大学に求める役割と期待」について、次のように第１の検証事項と同一の選択肢の質問文を設定し、この２つの質問の回答結果の差異を、第３の検証事項「③２つの役割と期待の差異」として分析することとしました。

	Ｑ　自治体の納税者としての立場でお答えください。あなたが税金を納める自治体の「公立大学」にはどのような大学であってほしいと期待されますか？ 次のうち、一番近いものを１つだけ選んでください。

１．世界最先端の研究が行われる大学

２．できるだけ安い授業料で多くの学生に大学教育の機会を与える大学

３．地域に密着して研究や学問の成果を社会にわかりやすく伝える大学

４．社会のトップリーダーを輩出するような大学

５．新しい技術や製品の開発を通じて地域経済に貢献する大学

６．高度な技術者や専門職を育成する大学

７．我が国の文化や学問をリードしていくような大学

８．就職や資格取得に役立つ教育を積極的にすすめる大学

９．その他のイメージ（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　）

１０．大阪に「公立大学」はなくてもいいと思う


アンケート結果について、≪役割×期待≫の４象限の枠組みで次のようにグラフ化すると、府民の期待は「教育分野の大衆化」(Ｂ)から「研究分野の大衆化」(Ａ)にシフトすることが分かります。

また、選択肢として設定した８つのイメージごとに分析することで、より具体的な期待の変化を検証することができます。
２．事業手法の選択・優先順位付けの調査手法

施策・事業の企画立案にあたって複数の事業選択肢がある場合に、受給者や間接受益者をはじめとした利害関係者に対してアンケート調査を行い、その結果を参考にして、事業選択肢の中から一つに絞ったり、また、事業選択肢に優先順位を付けたりすることがあります。

ここでは、成人病センターの建替え検討のために実施された、立地場所に関する利用者アンケート調査を紹介します。

ケーススタディ　施設の建替え場所に関するアンケート調査
成人病センターの外来・入院患者をはじめ、付添いや見舞いの方など、同センターを利用されるすべての方を対象にしたアンケート調査の事例です。（調査実施２日間で１,７６６サンプルを回収）
立地場所の検証対象として、「森之宮地区（現地建替え）」、「大手前地区（移転建替え）」、「咲洲地区（移転建替え）」の３案がありましたが、まず、リサーチ・プランを構築するにあたって、センターの建替え整備が利用者に与えるインパクトを次のように整理しました。






アンケートの調査項目の設定にあたっては、Ａ、Ｂ、Ｃの建替え整備が利用者に与えるインパクトを

▽ アクセス利便性要因 ≪通院利便性 Ａ≫

▽ 療養環境要因　　　 ≪早期利用・騒音等 Ｂ≫

▽ 財政負担要因　　　 ≪財政負担 Ｃ≫

の３要因に分析し、アンケート回答者自身の優先順位付けを問うこととして、要因の選考順位の組合せ（６通り）ごとに建替え手法（立地場所）の優先度を検証することとしました。

	Ｑ　成人病センターの建替えにあたり、次の３点についてどれを優先すべきだとお考えになられますか。□の中に優先順位（１～３）をご記入ください。

□　電車や自動車等で通院するのに便利な場所に立地していること

□　早期に建替えができて、工事期間中の療養への影響（騒音・振動等）がないこと

□　建替えのための病院・大阪府の財政負担が少ないこと



	選考順位
	立地場所の優先度

	Ａ ＞ Ｂ ＞ Ｃ
	①大手前地区　②森之宮地区　③咲洲地区

	Ａ ＞ Ｃ ＞ Ｂ
	①森之宮地区　②大手前地区　③咲洲地区

	Ｂ ＞ Ａ ＞ Ｃ
	①大手前地区　②咲洲地区　③森之宮地区

	Ｂ ＞ Ｃ ＞ Ａ
	①咲洲地区　②大手前地区　③森之宮地区

	Ｃ ＞ Ａ ＞ Ｂ
	①森之宮地区　②咲洲地区　③大手前地区

	Ｃ ＞ Ｂ ＞ Ａ
	①咲洲地区　②森之宮地区　③大手前地区


なお、この事例では、成人病センターの医療スタッフへのアンケート調査が実施されたほか、有識者・専門家へのヒアリング調査も実施されるなど、さまざまな角度から建替え手法（立地場所）の検証が行われました。

３．施設等の非利用理由の調査手法

公の施設やイベント事業などでの来場者数増加策の検討においては、来場者への満足度調査はもとより、来場者以外の府民に対して来場しない理由を検証するための調査を実施することが有効です。

ここでは、展示系の公の施設などにおけるＰＤＣＡサイクルの導入・確立の取組みの中で実施された、非利用者アンケート調査（「おおさかＱネット」を活用したネットアンケート）の一例を紹介します。

ケーススタディ　展示系施設の非利用理由に関するアンケート調査
アンケート調査の設計にあたり、まず、どのような理由から施設を利用されないのか仮説を立て、その仮説を検証するためのロジック・ツリー（次頁参照）を作成しました。

第１階層に「利用頻度」を、第２階層から第３階層に“施設が認知されているか”や“施設に興味や関心を持ってもらっているか”といった「認知度」や「必要性」の項目を設定し、第４階層に非利用理由として想定した項目を〈非利用者側〉と〈施設側〉のそれぞれで設定しました。

なお、第５階層には「対応案の検討」として、調査結果において施設側の非利用理由の上位にランクした項目について、来館者数増加策の検討案などを記載する欄を設けています。
《▲▲▲博物館の非利用理由についてのロジック・ツリー》

	第１階層
	第２階層
	第３階層
	第４階層
	第５階層

	利用頻度
	認知度
	必要性
	非利用理由
	対応案

の検討

	行ったことがない
	知らない
	興味がない
	
	

	
	
	興味がある
	
	

	
	知っている
	興味がない
	
	

	
	
	興味がある
	非利用者
側の理由
	自宅から遠い
	

	
	
	
	
	行く時間をつくれない
	

	
	
	
	
	一緒に行く人がいない
	

	
	
	
	
	他の博物館で満足している
	

	
	
	
	
	書籍、インターネットで代用できる
	

	
	
	
	
	その他
	

	
	
	
	施設側

の理由
	施設や展示物の詳しい内容がわからない
	

	
	
	
	
	常設展示に魅力を感じない
	

	
	
	
	
	魅力ある企画展示がない
	

	
	
	
	
	交通の便が悪い
	

	
	
	
	
	開館時間が合わない
	

	
	
	
	
	入館料が高い
	

	
	
	
	
	その他
	

	行かなくなった
	
	
	非利用者
側の理由
	自宅から遠い
	

	
	
	
	
	行く時間をつくれない
	

	
	
	
	
	一緒に行く人がいない
	

	
	
	
	
	他の博物館で満足している
	

	
	
	
	
	書籍、インターネットで代用できる
	

	
	
	
	
	その他
	

	
	
	
	施設側

の理由
	一度見れば十分
	

	
	
	
	
	企画展示の詳しい内容がわからない
	

	
	
	
	
	魅力ある企画展示がない
	

	
	
	
	
	交通の便が悪い
	

	
	
	
	
	開館時間が合わない
	

	
	
	
	
	入館料が高い
	

	
	
	
	
	その他
	

	たまに行く
	
	
	
	

	よく行く
	
	
	
	


アンケート調査の質問文については、まず、ロジック・ツリーで設定した第１階層〈利用頻度〉・第２階層〈認知度〉で構成する質問（Ｑ１）を設定しました。

次に、この質問でセグメントする「過去に博物館の利用経験はあるが、現在では利用していない層」と「博物館を認知しているが、これまでに利用したことがない層」を対象に、第３階層〈必要性〉・第４階層〈非利用理由〉を選択肢に落とし込んだ非利用理由を検証する質問（Ｑ２）を設定しました。

	Ｑ１　▲▲▲博物館に行かれたことがありますか。（１つに○）
１．よく行く

２．たまに行く

３．これまでに行ったことはあるが、また行きたいとは思わない

４．▲▲▲博物館のことは知っているが、これまでに行ったことはない

５．▲▲▲博物館のことを知らなかったので、行ったことはない

Ｑ２　Ｑ１で「３」又は「４」を選ばれた方にお聞きします。▲▲▲博物館に行かれたことがない、又は行かれなくなった理由は何ですか。（あてはまるものすべてに○）
１．歴史に興味がない

２．自宅から遠い

３．行く時間をつくれない

４．一緒に行く人がいない

５．他の博物館で満足している

６．書籍、インターネットで代用できる

７．施設や展示物の詳しい内容がわからない
８．常設展示に魅力を感じない
９．企画展示の詳しい内容がわからない
１０．魅力ある企画展示がない
１１．交通の便が悪い
１２．開館時間が合わない
１３．入館料が高い
１４．一度見れば十分
１５．その他（　　　　　　　　　　　　　　）


アンケート調査の集計結果により、施設の利用者数の増加に向けて、まず何から取り組むべきかが明らかになりますが、この事例では、博物館や植物園など８施設について、それぞれに設置目的は異なりますが、当該施設の担当部局でのマーケティングに資するよう、次のように非利用理由の調査結果を９つに指標化して、施設間の相対的位置付けを把握するポジショニングを行いました。

	№
	指標群
	指標名
	内　容

	１
	利用実態
	利用度①

（一般利用率）
	「よく行く」「たまに行く」の回答割合

➠母数は全回答者

	２
	
	利用率②

（ヘビーユーザー率）
	「よく行く」の回答割合

➠母数は全回答者

	３
	
	非リピート率
	「これまでに行ったことはあるが、また行きたいとは思わない」の回答割合

➠母数は全利用者

	４
	市場・立地課題
	市場特性

（ニーズによる非利用率）
	「興味がない」の回答割合

➠母数は施設を認知する非利用者

	５
	
	立地特性

（立地場所による非利用率）
	「自宅から遠い」の回答割合

➠母数は施設を認知する非利用者

	６
	広報課題
	認知浸透度
	「施設のことを知らなかったので、行ったことはない」の回答割合

➠母数は全回答者

	７
	
	未利用者誘引力
	「施設のことは知っているが、これまでに行ったことはない」の回答割合

➠母数は施設を認知する非利用者

（ただし「興味がない」の回答者を除去）

	８
	ユーザー評価
	サービス等改善必要度

（施設側理由による非利用率）
	非利用理由として施設側の理由を挙げた割合

➠母数は施設を認知する非利用者

（ただし「興味がない」の回答者を除去）

	９
	
	施設代替性

（代替施設理由による非利用率）
	「他の同種施設で満足」の回答割合

➠母数は施設を認知する非利用者

（ただし「興味がない」の回答者を除去）


このポジショニングの一例として、上表の「市場・立地課題」でみると、横軸を「ニーズによる非利用率」、縦軸を「立地場所による非利用率」とした２軸上に個々の施設の指標をプロットし、指標の平均値をもとにグラフを４象限に分けました。
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このようにグラフ化することにより、指標の数値だけでは認識することが難しい施設間の関係が距離（位置）として把握することができ、かつ、利用者数増加策の検討にあっての視点などを浮き彫りにすることができます。

４．対面ヒアリング方式アンケートの調査手法
一般にアンケート調査では、回答者自身が調査票に記入したり、回答画面に入力したりする“自署方式”をとりますが、イベント会場の来場者へのアンケートなどの場合では、インタビュアーが聞き取った内容を調査票に書き込む“ヒアリング方式”をとることがあります。

この場合、インタビュアーが回答者の言葉のニュアンスをどう受け取るかによって調査結果にバイアスがかかってしまうおそれがあるため、質問文の設計に工夫が必要となります。

そこで、ここでは、事業の満足度や改善項目についての“ヒアリング方式”によるアンケート調査の一例を紹介します。

ケーススタディ　イベントの評価に関する来街者へのアンケート調査
「御堂筋イルミネーション」の来街者に対するヒアリング方式のアンケート調査において、イルミネーションの光の演出についての評価などを検証するために設計した事例です。

“自署方式”の調査であれば、次のような５段階の選択肢設定が一般的です。

	＝自署方式＝

Ｑ　▲▲▲をご覧になられて、どのように感じられましたか。次の中からあてはまるものに○印を１つお付けください。

１．たいへん良かった　　　　　　２．まあ良かった

３．あまり良くなかった　　　　　４．まったく良くなかった

５．どちらとも言えない


しかし、“ヒアリング方式”では、上記のように選択肢の一覧の中から回答を選んでもらうものではなく、また、回答者が微妙なニュアンスで答えられた場合に、インタビュアーがどの選択肢であるかを自身の判断で選定してしまうことが想定されることなどから、回収データの信頼性を確保するため、次のような採点方式での質問を設定することとしました。

	＝ヒアリング方式＝
Ｑ　このイルミネーションについて採点してください。５点満点で“可もなく不可もなし”とお感じになるときを「３」だとすると、あなたは何点をつけられますか。

（　　　　）点／５点


このアンケートによって得られた評価点数については、「５点」を「たいへん良かった」、「４点」を「まあ良かった」、「２点」を「あまり良くなかった」、「１点」を「まったく良くなかった」として集計・分析することとしました。

	５点満点評価

	５点
	４点
	３点
	２点
	１点 以下

	たいへん良かった
	まあ良かった
	可もなく

不可もなし
	あまり

良くなかった
	まったく

良くなかった


※回答で小数点以下があった場合、当該端数は切り捨て
また、調査結果の精度を上げるためには、質問全体のボリュームも重要な要素となります。街頭やイベント会場などで回答者に留まっていただいてヒアリングすることとなるので、質問数はできるだけ絞り込む工夫が必要です。インタビュアーのアンケート調査票（ヒアリング結果記入票）についてはＡ４サイズで１頁、ヒアリング時間については５分以内が目安になります。

なお、このほかにも回収データの信頼性を確保するため、次の事項に留意してください。

	＝対面ヒアリング方式の留意事項＝

[image: image10.jpg]


 ランダムサンプリングについて
目標のサンプル数を確保したいがために、例えば、調査対象のイベントに好意的な態度を示している人だけにアンケート調査をお願いするといったことをしてはいけません。

回収データの信頼性を確保するためには、サンプルが特定の条件で偏らないようにする必要がありますので、アンケートへの協力をお願いするに際しては、偏りなくランダムに声を掛けるようにしましょう。

[image: image11.jpg]


 アンケートへの協力依頼について
調査協力が得られやすいよう、身だしなみに注意し、名札や腕章を着用するとともに、常に笑顔を心がけ、丁寧ではっきりとした言葉遣いをしましょう。

最初に、調査の実施主体と自己の紹介、調査目的などをきちんと説明します。あわせて、全体の質問数やヒアリングの所要時間を示し、回答者に過度の負担をかけるものではないことを説明しましょう。

なお、調査箇所に大阪府が実施するアンケート調査であることを明示する「のぼり」や「看板」などを掲示することが望ましいでしょう。
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 ヒアリング実施時について

早く回収したいがために、回答を誘導したり、曖昧な回答内容をインタビュアーが独自に判断したりしてはいけません。

回収データの信頼性を確保するためには、設問ごとにヒアリング実施上の注意事項を整理し、インタビュアー全員への事前説明会を実施するなど、関係者間の認識の統一をしっかり図るようにしましょう。


なお、効果検証の指標として利用者満足度を設定している施策・事業については、アンケート調査において外形的公正性を確保することが重要です。この手続などについては、７８頁の「第１０ リサーチにおける外形的公正性の確保」を参照してください。

第８ 「部局運営方針等」のアウトカム指標のアンケート調査手法
➊ アウトカム指標の性質
「部局運営方針及び重点政策推進方針」は、組織目標の達成に向けたＰＤＣＡサイクルを構築し、目標の達成度をアウトカム指標によって測定、評価・検証する仕組みです。







アウトカム指標は、その性質から、

▽ 統計的に把握可能な「客観的事実」

▽ 府民の生活実感や満足度などの「主観的評価」

の２つに区分することができます。

したがって、「客観的事実」については、事案ごとに最も適切な統計的調査手法で測定し、「主観的評価」については、アンケート調査の手法によって測定することとなります。

➋ 測定質問の設定にあたっての留意事項
「部局運営方針及び重点政策推進方針」におけるアウトカム指標の測定は、「主観的評価」の測定（イメージ調査）であるため、アウトカム指標の記述ではイメージが拡散、あるいは不明確になると考えられる場合には、イメージを限定するための取組事例などを示す必要があります。

例文　大阪府では、■■■（戦略課題の目標）のため、▲▲▲（取組事例）などを行っています。こうした取組みによって、●●●（アウトカム指標として設定した項目）が進展していると思われますか。
１．そう思う　　　２．そう思わない　　　３．わからない

なお、イメージを限定するための取組事例の例示にあたっては、次の事項に留意してください。
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 アウトカム指標として測定すべき内容と密接な施策・事業を例示の対象と　してください。
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 特定の回答を誘導するような例示になっていないことに注意してください。
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「部局運営方針等」は、ＰＤＣＡサイクルによるマネジメントを通じた組織目標の達成度を測定、評価・検証する仕組みですので、現に実施している施策・事業のみを例示することとし、今後実施を予定しているものは例示の対象としません。


また、アウトカム指標の中には、戦略課題の実現に向けた施策・事業の達成度を測定するもののほかに、その施策・事業（当該年度中に実施予定のものを含む）などの大阪府の取組みの“姿勢”に対する評価を測定するものもあります。

このような＜大阪府の取組みへの評価＞とともに、＜この取組みへ関心＞も測定したケースとして、次のような具体的事例があります。

	■　大阪府の地域主権改革についてお尋ねします。

大阪府では、国と地方の関係の見直しを進めるため、

・「国直轄事業負担金」制度の見直しの実現

・住民に身近なことは市町村で決められるよう市町村への権限移譲の推進

・「関西広域連合」の設立に向けた取組み

などを行っています。

こうした大阪府の地域主権改革への取組みについて、あなたのご意見をお尋ねします。

１．地域主権改革には関心をもっており、大阪府の取組みは評価できる

２．地域主権改革には関心をもっているが、大阪府の取組みは評価できない

３．地域主権改革にはあまり関心がない

４．わからない


取組事例を示した上で＜大阪府の取組みへの評価＞を測定する質問形式は、評価できるという回答の方向に誘導する可能性があります。

このため、上記の事例では、回答の選択肢を工夫し、測定すべきテーマに関心のある層（質問形式によって回答が誘導されない層）を抽出して、この層に対して、＜大阪府の取組みへの評価＞を測定するようにしています。

第９　リサーチにおける外形的公正性の確保
➊ 外形的公正性の意義
政策マーケティング・リサーチにおける「外形的公正性の確保」とは、“リサーチの設計から実施、分析までの各段階において、内容的に公正であることは当然として、府民の視点から見て内容に疑念が生じないようにすること”です。

➋ 外形的公正性確保のための考え方とそのための手続
各部局においてリサーチを実施する場合は、下表のリサーチの類型ごとに掲げる「外形的公正性確保のための手続」を遵守してください。
	外形的公正性に関するリサーチの類型
	外形的公正性確保のための手続

	Ⅰ．担当部局がリサーチを行っても外形的公正性に特に問題が生じないもの

(例)❏国からの委託による調査（国勢調査等）

❏測量調査や環境調査等の調査技法が客観的に確立されている技術的調査

❏下記の類型Ⅱ・Ⅲに該当しない「公の施設の利用者満足度調査」 等
	◆調査の実施要領その他の調査基準や本ガイドラインに則り、公正に対応

	Ⅱ．担当部局がリサーチを行うと外形的公正性に問題が生じる可能性のあるもの

(例)❏事業の着手・拡充・縮小・廃止等の政策判断の資料とすることを主たる目的としないが、その判断に影響する調査

（企業誘致を目的とした企業ニーズ調査、ＰＤＣＡサイクルに組み込まれた定例的な府民ニーズ調査等）
	≪調査実施の全般的な手続≫

◆第三者機関のチェックのもとに行う

➠リサーチ対象事業に関して中立的な立場で審議する外部機関（第三者機関）を設置している場合は、当該機関に調査設計や委託先選定、結果分析などの各段階において外形的公正性確保の観点からチェックを受けること

➠第三者機関が設置されていない場合は、政策マーケティング・リサーチ・チームが外形的公正性の確保についてチェックする

	≪調査委託する場合の手続≫

◆「利害関係者」への調査委託は原則禁止する

◆ただし、担当部局自らのリサーチが困難で、かつ、「利害関係者」のみが委託先となり得る場合は、以下の留意事項を遵守する

➠「利害関係者」への委託はデータ収集の部分に限定し、アンケート調査票の設計や調査結果の分析などは委託の対象外とする

➠「利害関係者」にデータ収集を委託する場合でも、回答内容を受託者側で制御できない収集方法（郵送調査・ネットアンケート等）を用いる

	Ⅲ．担当部局がリサーチを行うと外形的公正性に問題が生じる可能性が高いもの

(例)❏事業の着手・拡充・縮小・廃止等の政策判断の資料とすることを主たる目的とする調査
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Ｑ１　子育て負担感を解消するために必要な事業として重要と考えられる事業を選択肢の中からお選びください。（複数可）


〔選択肢〕１．一時預かりサービス
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Ｑ２　一時預かりサービスを実施するに当たり、その内容として重視される内容を選択肢の中からお選びください。（複数可）
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Ｑ１　子育て負担感を解消するために必要な事業として、重要と考えられる順に番号をお振りください。


〔選択肢〕１．一時預かりサービス　　　　（　　）


〔選択肢〕２．子育ての助言相談サービス　（　　）


〔選択肢〕３．病児保育サービス　　　　　（　　）


〔選択肢〕４．･･････････････　　　　　　（　　）


Ｑ２　一時預かりサービスを実施するにあたり、その内容として重視される順に番号をお振りください。


〔選択肢〕１．長時間の預かり　　　　　　（　　）


〔選択肢〕２．急なニーズへの対応　　　　（　　）


〔選択肢〕３．立地場所が自宅に近い　　　（　　）


〔選択肢〕４．駅前又は駅中に立地　　　　（　　）


〔選択肢〕５．･･････････････　　　　　　（　　）





Ｑ１　子育てに関する不安感をどの程度感じておられますか。


〔選択肢〕１．不安をかなり感じている


〔選択肢〕２．不安を感じている


〔選択肢〕３．不安はない


〔選択肢〕４．わからない


Ｑ２　子育てに関する不安感を解消するため、一時預かりサービスを充実することが重要であるとお考えですか。


〔選択肢〕１．重要である 


〔選択肢〕２．どちらかと言うと重要である 


〔選択肢〕３．どちらかと言うと重要でない 


〔選択肢〕４．重要でない


〔選択肢〕５．わからない


Ｑ３　子育てに関する不安感を解消するため、子育て助言相談サービスを充実することが重要であるとお考えですか。


〔選択肢〕１．重要である


〔選択肢〕２．どちらかと言うと重要である 


〔選択肢〕３．どちらかと言うと重要でない


〔選択肢〕４．重要でない


〔選択肢〕５．わからない





（直接比較する場合（クロス集計イメージ））





子育ての不安感を解消するために必要な事業


回答者数の構成比（複数回答）








（個々に尋ねて比較する場合（クロス集計イメージ））





子育ての不安感を解消するために必要な事業


回答者数の構成比（複数回答）








（注釈）ポイントは、以下のように回答に点数を付け回答数で加重平均した値


・重要である　　　　　　　　：４点


・どちらかと言うと重要である：３点


・どちらかと言うと重要でない：２点


・重要でない　　　　　　　　：１点





△△△△サービスの重要性








□□□□サービスの重要性
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子育てに関する不安感





（ポイント）





（ポイント）





子育てに関する不安感と□□□□サービスの重要性の認識との間には一定の関係がある





子育てに関する不安感と△△△△サービスの重要性の認識との間は特に関係はない





子育てに不安感を強く感じている人ほど、□□□□サービスの重要性を指摘している








〔重要性〕


・重要である                ：４点


・どちらかと言うと重要である：３点


・どちらかと言うと重要でない：２点


・重要でない　              ：１点





（注釈）ポイントは以下の通り





〔不安感〕


・不安をかなり感じている    ：４点


・不安を感じている          ：３点


・少し不安を感じている      ：２点


・不安はない                ：１点








（個々に尋ねて回帰分析を行う場合（イメージ））





子育ての不安感と□□□□サービスの関係



































子育ての不安感と△△△△サービスの関係
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子育てに関する不安感





（ポイント）





（ポイント）








◆ 民間事例に学ぶ ①：体系的で徹底的なリサーチ


民間企業では、顧客に満足してもらえる商品づくりをするため、徹底的なリサーチを行ったうえで、初めて商品を販売します。また、販売後も常にリサーチを繰り返し、売上げの変化などにすぐに対応すると同時に、次の商品づくりにも生かしていきます。


下の図は、生活用品メーカーであるＡ社の例です。こうしたリサーチを繰り返すことで、新商品の成功確率をあげることをめざしています。


行政においても、さまざまな段階に応じたきめ細かいリサーチや、リサーチをもとに変化の兆しを見逃さず、常に見直しをかけていくことが求められます。


�





➊ 事業手法１　「啓発」：府民の心と行動に働きかける事業手法


▽ 「啓発」とは、府民に一定の情報を届け（情報伝達）、それを知ってもらい（認知）、よく理解してもらい（理解）、それに共鳴・賛同してもらい（共鳴）、一定の行動を起こしてもらうこと（行動）を目的とする事業手法です。


�


▽ 周知・ＰＲのように上のＤＲＵＳＡの流れの一部までを目的とする事業も含まれます。府の多くの事業類型には、「啓発」という事業手法が組み込まれています。


【「啓発」という事業手法が多く含まれる事業類型の例】


・各種の意識啓発事業（府民運動、啓発キャンペーン）


・施策や制度などの周知・ＰＲ（広報活動、事業・制度・イベントなどの周知）








◆ 民間事例に学ぶ ②：府民との「絆」の強さを測る





企業にとって「ブランド」とは消費者に対する「約束」です。成功した「ブランド」は企業だけでなく、消費者自身の誇りやステータスにまで高まります。広告会社Ｂ社では、「ブランド」がどの程度の価値を持つかを示すために、「ボンディングスケール（絆の尺度）」という指標を使っています。これは「名前を知っている」というレベルから、「理解している」、「好感をもっている」、「ファンである」といった消費者のレベルを示すもので、右にいくほどより企業と消費者の「絆」が深くなります。府民の心と行動に働きかける「啓発」では、「府政への信頼」、「府民との約束」を通じて、「府民との絆」を強くしていくことが一番の基本になります。


�





➋ 事業手法２　「イベント」：一定の場所に人を集めて施策を実施する事業手法


▽「本来の施策目的」の実現と手段である「集客」の両方がリサーチの目的になります。


▽「集客」のリサーチでは、対象者がその場所まで動くためのコスト（負担）とイベントがその人を惹きつける魅力（誘因）の２つの観点からリサーチします。





【「イベント」という事業手法が多く含まれる事業類型の例】


・コンベンション、見本市、商談会、博覧会、展示会、スポーツイベントなど


・公の施設の企画運営や用地分譲などでのプロモーション活動など








目的への貢献度





間接効果


（宣伝効果、経済波及効


果など）





�





他の手法





手法の比較





効果の予測・検証





直接効果


（参加者、出展者などが


得る効果）





�





イベント








◆ 民間事例に学ぶ　③：施設の集客力アップの工夫





フィットネス施設を運営するＦ社では、新規の出店にあたっては施設周辺のマーケット（人口、年齢層、駅での乗降や人の動き、商業施設など）を定量的なデータと実際に現場をまわって調べます。あわせて、現地事情に詳しい建設業者などへのヒアリングなども実施して集客数を予測し、採算がとれるかを見極めて出店を決定しています。





集客数が目標に達しないときは施設運営に問題があるという前提で、運営の見直しを徹底します。そのため、ターゲットを絞ってビラを配布したり、利用者が来やすい時間帯にサービスをシフトするなど経営改善にきめ細かな工夫をこらしています。また、施設利用者のニーズに的確に対応するため、「お客様ボックス」を設けて、利用者の意見を常に収集し、できることは即日で対応するほか、改善に活かしています。











�








◆ 民間事例に学ぶ　④：ブランドやコンセプトづくりにブレストを





広告会社は「広告をどういったターゲットにどういった手法で伝えるか」を考えるプロです。広告の効果は、認知度や利用率を数字によって検証します。一定の数値目標に達していなければ広告を中止する「数字の世界」です。その一方で、広告では手段以上に消費者の心に訴える「コンセプト」をどのように探り、磨き上げるかという「感性の作業」の重要性が強調されます。





広告会社G社では、企業や商品のブランド構築の支援を行っていますが、ブランド構築で重要なことは、アンケート結果やさまざまな事実の裏に隠れている理由を「洞察力」を使って考えていくことだといいます。このために、同社ではブレインストーミングを徹底的に行います。





ブレインストーミングはテーマを決めてメンバーが自由に意見を出し合うものですが、打ち解けた雰囲気で、突拍子もないアイデアでも否定せずにもれなくどんどん出していくということが大事だといいます。このときに人の意見には反論しないようにします。


同社では壁全面をホワイトボードにしている部屋もあるそうです。ブレストで出たアイデアや意見は、共通点などを見つけて収束させていき、仮説やコンセプトとしてまとめていきます。議論が収束した後は、後出しで議論を蒸し返してはしてはいけないそうです。








➌　事業手法３　「給付」：受給者のほかに間接受益者や負担者がいる事業手法


▽ 府民や事業者にサービスや資金などを提供することを目的とする事業手法です。


▽ 受給者のニーズと同時に、間接的に受益する人のニーズや、その費用を負担する人の負担感・公平感などにも配慮する必要があります。


▽ リサーチの観点からは、「給付」が法令で義務付けられている事業や民間で類似の「給付」が行われている事業では特別な配慮が必要となります。


【「給付」という事業手法が多く含まれる事業類型の例】


・福祉、医療、産業、住宅、文化など多くの事業類型で実施されています。





受給者





「給付」の供給側の協働者


（委託、補助先の民間企業、ＮＰＯ、公益法人など）





マスト





ニーズ





　　　　ウオンツ





ニーズ





ウォンツ





マスト





間接受益者


（給付やサービスの対象にはならないが、安全・安心のレベルが高まることなど間接的な利益を受ける人）





より強い客観的な必要性





負担者


（一般の納税者や「給付」の対象にならないことを自分の不利益と感じる人）








「給付」のリサーチ





民間では「給付」が行われていない、


または不十分な分野





民間で「給付」が行われている分野





行政の効率性のリサーチ





「給付」を行う必要性や


範囲のリサーチ








◆ 民間事例に学ぶ⑤ ：顧客の声を集める





情報通信会社Ｃ社は顧客の声をいかにサービスに反映させていくかに力を入れています。このため、さまざまな顧客との接点を生かして声を収集しています。





ひとつは販売店での収集で、販売店の担当者が顧客から受けた質問や感想、意見などをとりまとめて本部にあげていきます。また、担当者には店舗に来る客はどんな客が多いか、誰が、何をどんな理由で求めるようになってきたか、季節や時期により変わることはないか、常に数で見て、声で聞いて、感じることを徹底しています。あわせて、店頭などに置いている意見の収集箱や、インターネットからの意見募集も行っています。あがってきた顧客の声は、分類、分析し、幹部にあげて次のサービスや商品の改善に生かします。





その際に「どのように生かされたのか」を目に見えるようにする「見える化」が大事だといいます。顧客の声を集めるだけでは不十分で、そうした声の裏側にあるものを、「なぜ？」かと必死になって考えることも大事だといいます。











➍ 事業手法４　「規制」：規制対象者のほかに影響を受ける者や受益者がいる事業手法


▽ 特定の府民に規制を課することで広く公共的な利益を確保する事業手法です。


▽ 規制対象者のほかに規制の効果が何らかの形で波及する人や規制による受益者への影響などにも配慮する必要があります。





【「規制」という事業手法が多く含まれる事業類型の例】


・環境、交通、衛生などの規制（自主的な協力を求める場合も含む）





➎事業手法５　「投資」：長期にわたって「リスク」をコントロールする事業手法


▽ ここでは事業期間が長期になり、また投資額も大きくなるため、長期にわたる環境変化などの「リスク」の事前予測やコントロールが必要になる事業手法を「投資」と名付けて、そのリサーチの特徴を整理します。


▽ 建設事業や用地造成事業などがその典型例ですが、出資や長期貸付などでもこのようなリサーチが必要になる場合があります。





【「投資」という事業手法が多く含まれる事業類型の例】


・工業団地などの面的開発、道路・河川・鉄道などのインフラ整備など





事業検討段階





事業計画決定段階





事業着手段階





事業一部竣工段階





事業完成段階





事後のフォローアップ段階





ニーズ・リスクの変動を継続的に調査・把握








◆ 民間事例に学ぶ⑥ ：営業と一体になったリサーチ





住宅デベロッパーＥ社は、大規模な住宅地の開発、分譲をしていますが、開発は長期にわたることから何度も調査によって見直しをかけていくといいます。周辺のマンション、戸建ての販売状況の調査や実際に現地説明会を開いて、購入を検討している人にアンケートやヒアリングで聞いていくということを繰り返します。営業担当者一人ひとりがリサーチャーとなってアンケートの作成、分析を行います。


採算性が厳しい場合には、早めに撤退することも大事だといいます。





�








◆ 民間事例に学ぶ⑦ ：社内モニターの活用も一役





製薬会社では新薬の開発に長期にわたる大規模な研究開発投資を行ないます。製薬会社Ｄ社では、商品開発にあたってのリサーチでは社内のモニターを活用しています。仮説づくりやその検証のために、社員へのアンケート調査を行ったり、実際に製品を使用してもらってそのうえでヒアリングをするといったことを実施しています。また、社員の家族にお願いすることもあるそうです。社内モニターだとコストをかけずに、かなりの情報が収集できます。











施設利用者に対するプログラムの有効性の向上





施設目的の達成状況の向上





施設、サービス、接遇、料金などの様々な要素の妥当性の向上





利用者満足の向上





口コミでの推薦





リピート利用の増加





ＰＲ強化など新規利用者数の増加施策の実施・強化





新規利用の増加





施設利用者数の増加





＜居住地によるターゲット属性＞


施設の立地場所から導かれる主要な利用者





＜施設目的によるターゲット属性＞


施設に課せられた目的から導かれる主要な利用者





コアターゲット





総合満足度と部分満足度の関係を分析





総合満足度向上への改善効果





部分満足度の向上に有効なアウトプットは何かを分析





総合満足度向上への改善効果





【Ｑ４】『①見頃な花木のイベント等の情報の入手』に『大変満足している』と回答した人


【Ｑ１０】『公式ホームページの内容は網羅的でわかりやすい』に『そう思う』と回答した人





【Ｑ４】『⑤開催されているイベント』に『大変満足している』と回答した人


【Ｑ７】『展示イベントの企画』に『十分である』と回答した人





≪大学の役割分野≫





研　究





Ｃ





Ａ





高度化





大衆化





Ｄ





Ｂ





《大学への期待の方向性》





教　育





Ａ


電車・車での通院が便利な場所





Ｂ


建替え工期が短く早期に利用


工期中に騒音等なし





Ｃ


病院・大阪府の財政負担が少ない





森之宮地区（現地建替え）➭ Ａ　　　Ｃ


大手前地区（移転建替え）➭ Ａ　Ｂ


咲洲地区（移転建替え）➭ 　　Ｂ　Ｃ





Ａ





Ｃ





Ｂ





欄外に財政負担の説明を注記





非利用理由


を検証





≪目標設定の考え方≫





まず、重点的・戦略的に取り組む課題を抽出し、


大阪府として、「何をめざすのか、めざすべき方向」を定める





次に、【遂行目標】


「その実現に向けて、今年度 何をするのか」を明らかにする





そして、【業績目標】


「その取組みにより、何をどのような状態にするのか」を設定し、


それを測定する指標とその水準を明確にする
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